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１ はじめに 

 

柏崎市では人口減少に伴い路線バス等の利用者減少が続き、それに伴う減便

が利便性の低下を招き、ますます利用者数が減少する「負のスパイラル」に陥

っている。また、本市と市外を結ぶ鉄道路線（信越本線、越後線）も存続の危

機に直面している。 

 こうした難局に対応し、市民の生活の足を守るため、本市では令和４(２０

２２）年２月に「柏崎市地域公共交通計画」を策定した。 

令和４（２０２２）年度には地域内交通の運行形態見直しを行い、令和５

（２０２３）年１１月２４日からはＡＩオンデマンドシステムを導入するなど、

「柏崎市地域公共交通計画」に沿って「新交通システム＋郊外地域交通ネット

ワークの構築」を進めている。 

 また、柏崎市第五次総合計画の主要施策「持続可能な公共交通ネットワーク

を構築する」では、柏崎市地域公共交通計画に基づき、市民ニーズに対応した

運行の改善、バス路線の縮小に伴う代替交通や多様な輸送手段の確保に向けた

取組を進めるとしている。 

 

【テーマ選定理由】 

 

地域公共交通が置かれている厳しい状況の背景には、運転士の不足が深刻な

状況となっていることを挙げなければならない。地域公共交通に係る財政負担

額は膨大であるものの、これまで通りの運行の維持は極めて困難な状況にある。

しかしながら、自動車を運転できない高齢者や高校生などにとって、地域公共

交通は大切な移動手段であり、その方々の通院や買い物、通学などの日常の移

動を保障する「生活の足」は、これからも確保していかなければならない。 

そこで、総務常任委員会では、「持続可能な地域公共交通」を調査・研究テ

ーマとして選定し、以下３つの課題を中心に進めることとした。 

 

■市民ニーズを反映した利用促進と利便性の向上 

■新交通システムの効率的な運用  

■運転士確保・育成支援  
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２ 委員会における取組 

（１）調査・研究の取組経過 

令和５（２０２３）年度 

6 月 15 日 調査・研究テーマを「持続可能な地域公共交通」に決定 

8 月 29 日 現状分析・課題抽出を行い今後の調査・研究の方向性を確認 

9 月 15 日 ＡＩ新交通「あいくる」運行について総務常任委員協議会を

開催 

10 月 11 日 

～13 日 

長野県上田市、安曇野市、松本市

への行政視察を実施 

＜視察項目＞ 

・キャッシュレス決済 

・ＡＩデマンド交通 

 

11 月 23 日 令和５（２０２３）年度市議会意見交換会において、「続可

能な地域公共交通を目指して～乗って守ろう、大切な生活の

足～」をテーマに９人の市民と意見交換 

 

11月 24日～

1月 18 日 

各委員がＡＩ新交通「あいくる」への体験乗車を実施し、各

自の所感を集約して総合企画部企画政策課に提出 

１月 19 日 総合企画部企画政策課と以下の内容について意見交換 

① ダイヤ改正後の路線バスの減便・廃止の動向と本市への

影響  

② ＡＩ新交通「あいくる」の利用状況、市民の声、改善及

び変更点  

③ 地域内交通「にしやま号」の利用状況、市民の声、課

題、改善点  

④ 新潟県が示した在来線高速化を含め、鉄道を巡る現状と

課題 

⑤ 令和６年4月から開始される自動車運転業務の労働時間制

限の影響予測 

3 月１日 予算決算常任委員会総務分科会において、西山地区有償運送

の実施に関する条例の一部改正に伴う路線バス減便と代替策

について確認 
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令和６（２０２４）年度 

4 月 22 日

～25 日 

令和６（２０２４）年度第１回市議会意見交換会において、

「持続可能な地域公共交通～大切な交通手段を守るために

～」について、１１会場で５１人の市民と意見交換 

 

7 月 1 日～

3日 

富山県氷見市、射水市、小矢部

市、砺波市への行政視察を実施 

＜視察項目＞ 

・ＡＩデマンド交通 

・鉄道活性化 

・地域公共交通全般の利便性向上 

 

8 月 26 日 地域公共交通ネットワークの再構築（ＡＩ新交通あいくるの

運行区域拡大、柏崎市地域公共交通利便増進計画の策定、あ

いくるサポーター制度の実施）について委員協議会を開催 

9 月 18 日 各委員が政策提言（案）を提出 

9 月 19 日 柏崎市地域公共交通利便増進計画の策定について、総合企画

部企画政策課と意見交換 

・地域公共交通ネットワークの再構築案（案） 

・市街地循環バスの運賃及びダイヤ見直し（案） 

・柏崎市地域公共交通利便増進計画の概要 

10 月 15 日 令和６（２０２４）年度第２回市議会

意見交換会において、「持続可能な地

域公共交通」の政策提言（案）につい

て、８人の市民と意見交換 

 

 

 

12 月 5 日 政策提言について協議 

 

＊この他、一般質問や委員会・分科会での審査等を通して、調査・研究テーマ

に係る質問・質疑を行った。 
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３ 現状と課題 

（１）現状 

 

【路線バス・市街地循環バス・地域内交通】 

 

柏崎市の郊外地域では路線バスの減便・休止が続いている。令和６（２０２

４）年４月１日からは、路線バス宮平北線及び杉平線の廃止等に伴う代替交通

「東部地域交通」（自家用有償旅客運送に係る条例を改正し、「にしやま号」車

両を運行日時以外に利用）、路線バス出雲崎車庫前線区間廃止に伴う代替交通

「にしやま・いずもざき通勤通学ライナー」（「あいくる」車両を運行時間外に

利用）が新規運行された。 

令和６（２０２４）年１０月１日からは運転士不足を理由に、鯨波線・川内

線の平日運行便の減便、野田線・久米線・鯨波線・曽地線・椎谷線の休日運行

便休止が行われた。年度途中での減便・休止は異例の事態であるが、今後も利

用が少ない路線から削られていくことが予想される。 

 

一方、市街地循環バス「かざぐ

るま」「ひまわり」については、コ

ロナ禍からは回復傾向にあるもの

の、コロナ禍前の利用者数には戻

っていない。 

今後は利用実態に応じた減便と

高校生の登下校における利便性向

上を図り、ダイヤ改正と運賃改定

を行う方針が示されている。 

 

なお、路線バス・地域内交通の利用促進策として、令和６（２０２４）年度

上半期には以下の取組を実施している。 

 

■路線バス通学割引キャンペーン 

通学に路線バスを利用する高校生などを対象に、越後交通

㈱発行のバス回数券を１つづりにつき、３００円引きで購入

可能とする。 

 

 

引用：柏崎市地域公共交通活性化協議会 R6.10.15 資料 

引用：柏崎市地域公共交通活性化協議会 R6.10.15 資料  
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■高柳地域内交通「黒姫こーたん号」  

高柳じょんのび村スタンプカードキャンペーン 

高柳地域内交通黒姫こーたん号を利用する際に配布する

専用スタンプカードに、黒姫こーたん号を１回利用するご

とに、運転士がスタンプを１つ押し、スタンプが３つ貯ま

ったカードは、高柳じょんのび村日帰り入浴券（１名分）

として利用することができる。 

 

 

■西山地域内交通「にしやま号」  

雪割草の湯スタンプカードキャンペーン 

西山地域内交通にしやま号を利用する際に配布する専用

スタンプカードに、にしやま号の運賃の支払い１回につ

き、運転士がスタンプを１つ押し、スタンプが２つ貯まっ

たカードは、大崎雪割草の湯入浴券（１名分）として利用

することがで

きる。 

 

 

【ＡＩ新交通システム「あいくる」】 

 

令和５（２０２３）年１１月２４日から運行を開始したＡＩ新交通「あいく

る」は好調であり、平均乗車人数は１００人を超えている。「あいくる」の運

行には小型車両を使用し、乗降ポイントを細かく設定することで、運行区域に

おいてはどこでも乗継なしで、自由に移動ができる。予約はスマートフォンア

プリと電話で対応している。 

 

令和６（２０２４）年１０月１日からは「あいくるサポ

ーター制度」を開始した。賛同する市内事業所や団体に協

賛金を募り、あいくるの運転士確保や運行維持に係る経費

に充当することとしている。 

また、利便性向上の取組として、デジタル障害者手帳

「ミライロＩＤ」の利用が可能となった他、回数券の販売

を予定している。 

 

令和７（２０２５）年度以降からは、「あいくる」運行区域が拡大され、上

引用：柏崎市地域公共交通活性化協議会 R6.10.15 資料 → 

引用：柏崎市地域公共交通活性化協議会 R6.10.15 資料 → 

引用：柏崎市ＨＰ  
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条地区の全域及び中通地区の一部が追加される。 

また、「あいくる」運行区域外の郊外地域においては、新たに「柏崎市地域

公共交通利便増進実施計画」を策定し、ＡＩ新交通を導入して地域公共交通ネ

ットワークの再構築を図る方針が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【鉄道】 

 

柏崎市が事務局を務める上越・北陸新幹線直行特急実現期成同盟会は、国、

交通事業者に対して、在来線等の利便性の維持・向上と上越・北陸新幹線直通

運転化の早期実現に関する要望活動を行ってきた。柏崎市単独でも、国に対し

ては信越本線を含む長岡駅～糸魚川間の鉄道高速化推進、羽越新幹線の早期実

現に向けた調査の実施について、交通事業者に対しては柏崎地域の鉄道利便性

の向上及び利用促進について、それぞれ要望してきた。 

 また、鉄道の利用促進の取組として、近年は減便された特急しらゆきの利用

回復に重点を置き、特急しらゆきの利用促進キャンペーンや、企画列車の運行

などを実施している。 

こうした取組の成果として、長岡駅における信越本線と上越新幹線との接続

性が向上し、柏崎駅発着の運行本数がある程度は維持されている。 

引用：柏崎市地域公共交通活性化協議会 R6.10.15 資料  
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 一方、新潟県の高速鉄道ネットワーク

のあり方検討委員会において、４案が提

示されたが、このうち「北越急行ミニ新

幹線化、柏崎⇔長岡シャトル化」案は、

柏崎駅～直江津駅間を通過しないことか

ら、櫻井市長は懸念を示している。 

 

 また、交通事業者からは、越後線

の柏崎駅～吉田駅間が利用客の少な

い地域として公表され、今後の存続が危惧される。 

 柏崎市は、県全体の課題である新潟地域と上越地域のアクセスの早期改善な

どにおける信越本線の重要性を上越・北陸新幹線直行特急実現期成同盟会にお

いて改めて共有し、県全体の一体感を醸成しながら、国や交通事業者に働きか

けていくとの考えを示している。 

なお、利用促進策として、令和６（２０２４）年度下半期には以下の取組を

行っている。 

 

■鉄道通学定期券購入促進キャンペーン 

鉄道を利用して通学する小・中学生、高校生のうち、

市内に住所がある方を対象に、キャンペーン期間を含む

通学定期券（１・３・６カ月）を購入し、応募した方の

中から抽選で１００人にＪＲびゅう商品券などをプレゼ

ントする。 

 

 

【タクシー】 

  

全国的に運転士不足が深刻化しており、令和５（２０２３）年３月末時点で

全国のタクシー運転士数は２３万人、令和元（２０１９）年３月末の２９万人

から約２０％減少している。背景には運転士の高齢化や、コロナ禍により収入

が減少し離職者が増加したこと等があると考えられる。 

引用：新潟県 高速鉄道ネットワークの在り方検討委員会資料 

引用：柏崎市地域公共交通活性化協議会 R6.10.15 資料  
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本市においては、令和２（２０２０）年３月にタクシー会社１社が廃業して

おり、現在においては、早朝や夜間のタクシー確保が困難になる等、市民生活

に影響が生じている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）解決すべき課題 

 

地域公共交通の維持・確保は本市における重要課題であり、毎年約１．８億

円規模の予算措置を行い、現状においても様々な施策を講じている。 

事業名 R5 年度決算（円） R6年度当初予算（円） 

生活交通対策事業 182,096,682 182,123,000 

鉄道等活性化事業 1,445,396 2,415,000 

西山町地域内交通確保事

業 

177,422 468,000 

合計 183,719,500 185,006,000 

 

総務常任委員会が調査・研究を進めてきた３つの課題のうち 

 

■市民ニーズを反映した利用促進と利便性の向上 

■新交通システムの効率的な運用  

 

については、担当部署である総合企画部企画政策課によって、現在進行形で

柔軟かつ迅速に対応していただいていると受け止めている。 

しかしながら、交通事業者がカバーする地域は本市だけではなく、人件費の

上昇や燃料費の高騰、運転士の働き方改革による長時間労働の制限といった要

因があることから、行政の支援には限界があり、地域公共交通の維持・確保は

今後ますます困難になることが想定される。 

当面の課題として、現段階では地域公共交通ネットワークの再構築を令和７

引用：ＮＨＫニュースサイト(2023.9.8) 
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（２０２５）年～令和８（２０２６）年にかけて行うこととしているが、郊外

地域の路線バスの減便・休止が急速に進んでいることから、再構築までの間に

交通空白地域を生じさせない対策が求められる。 

まずは、厳しい現状や行政による支援の限界を市民と共有し、「乗って守ろ

う、生活の足」とのマイバス・マイレール意識を醸成し、積極的な地域公共交

通の利用や民間活力を主体とする移動手段の確保に繋げることが重要である。 

 

■運転士確保・育成支援  

 

については、交通事業者に任せるだけではなく、柏崎市として本腰を入れて

取り組むことが必要だと考える。 

 

 そして、これらの取組を進めるには、交通政策を担う部署の組織体制を強化

することを検討すべきである。 
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４ 政策提言 

 

 

 

（１）提言の背景 

 

路線バスや鉄道等の公共交通網は、人口減少に加えて未だコロナ禍の影響が

回復せず、利用者が減少し、交通事業者の経営状況は厳しさを増している。 

路線バスにおいては、行政からの補填なしでは維持することが難しい状況に

ある。鉄道においても、不採算路線の圧縮に努めており、特に越後線について

は、柏崎駅～吉田駅間が将来的に廃線になる可能性を否定できない。 

このような状況を市民に率直に示しながらも、「乗らなければ生活の足を守

れない」との意識を醸成することや、路線・ダイヤ改正等の際には行政などを

通じて市民の意向を確認し、協力体制を構築することが必要と考える。 

また、日頃の通勤・通学だけではなく観光やイベントと絡めた利用促進や、

「あいくる」サポーター制度の導入を踏まえ、地域公共交通の応援団を増やす

取組も重要である。 

 

（２）具体的施策の提案 

 

・地域公共交通の現状及び柏崎市の取組についての周知の強化 

・信越本線及び越後線沿線の各駅周辺への公共施設、商業施設などの立地誘導 

・企業及び観光施設や中心市街地の施設などとの協力体制を構築し、移動手段

と目的がセットとなる利用促進策の検討 

・学校、ＰＴＡ、地域協議会や町内会などの自治組織、シニア・女性団体など

と連携した地域公共交通に対するニーズの把握や利用促進活動（イベント）

の実施 

・免許返納者に対する優遇措置の普及促進 

・地域公共交通の運行時間に合わせた各事業所の就業時間設定やイベント企画

等、広義での公共交通サポーターを増やす取組の推進 

 

 

【提言１】 

 市民のマイバス・マイレール意識の醸成を図り、地域公共交通

の積極的な利用に繋がる環境づくりを強化すること 
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（１）提言の背景 

 

運転士不足は、公共交通関係のみならず、運輸事業関係、社会福祉関係を含

め全般にわたる大きな課題であり、市民生活に多大な影響を及ぼしている。 

これまで、市は直接的な運転士確保の取組は行って来なかったと認識するが、

交通事業者だけでは確保・育成が困難な状況にある。 

今後は市と交通事業者が連携して、免許取得における負担軽減、人材発掘・

育成に向けた研修の充実等を支援することが必要だと考える。 

また、国では地域交通の「担い手」「移動の足」不足解消のため、令和６

（２０２４）年３月、タクシー事業者の管理の下で、自家用車・一般ドライバ

ーを活用した運送サービスの提供を可能とする自家用車活用事業「日本版ライ

ドシェア」を創設した。タクシー配車アプリデータ等を活用して、タクシーが

不足する地域・時期・時間帯を特定し、地域の自家用車・一般ドライバーを活

用して不足分を供給することとしている。 

同年３月末には、外国人の中長期的な在留資格「特定技能」に自動車運送業

を加えることが閣議決定された。現在、全国の警察で、バスやタクシー運転士

に必要な２種免許の学科試験を２０言語で受験することが可能となっている。 

このような国の先進施策を研究するとともに、移住・定住推進や市民活動支

援施策と連動し、多様な人材を活用して移動手段の確保を図るべきと考える。 

 

（２）具体的施策の提案 

 

・２種免許取得への支援 

・運転士の採用・育成に向けた説明会や研修等の開催 

・シニア世代や女性も視野に入れた短時間正社員制度導入や、兼業を可能とす

る多様な働き方の推進を支援 

・外国人タクシー・バス運転士採用に向けた支援 

・ライドシェア、自動運転バス等の導入に向けた研究・検討 

・地域公共交通推進員として地域おこし協力隊を募集 

・移住・定住施策と連動した運転士の募集 

 

【提言２】 

 運転士の確保・育成に向けた支援策を講じるとともに、民間

活力を生かした移動手段の確保について研究すること 
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（１）提言の背景 

 

地域公共交通は、市民生活や福祉、経済活動等を支える社会的基盤である。

それだけに、利便性・持続可能性・生産性の高い地域公共交通ネットワークへ

の「リ・デザイン」（再構築）への挑戦と実現が求められている。同時に交通

政策には、暮らしやすいまちづくり、地域の魅力と品格の向上、移住・定住の

促進といった政策も内包されていると考える。 

 現在は総合企画部企画政策課において、本市の交通政策を担っているが、課

題の大きさや制度の複雑さを鑑み、交通政策に特化した部署を設けることを検

討すべきではないか。 

 

（２）具体的施策の提案 

 

・交通政策課（仮称）の創設または企画政策課内に交通政策係（仮称）を設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【提言３】 

 交通政策を担う組織の強化を図ること 
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５ おわりに 

 

 地域公共交通を取り巻く状況は、柏崎市においても深刻さを増している。本

委員会では、議会活動全般を調査・研究の機会として捉え、一般質問や委員

会・分科会での審査、委員協議会での質疑等を通して、議論を重ねてきた。 

担当部署（総合企画部企画政策課）からはその都度、真摯に対応していただ

き、「あいくる」の定着・改良や、将来を見据えた地域公共交通ネットワーク

の再構築案の提示など、調査・研究の期間中に前進したことも多々あったと認

識する。 

しかしながら、地域公共交通の維持・確保には財政面はもとより、限られた

輸送資源をどのように構成するか等、難題も多く、今後も継続して取り組むべ

き課題として捉えている。 

 この度の提言にあたり、市議会意見交換会に参加され、貴重な御意見をいた

だいた市民の皆様、行政視察にて御対応いただいた各自治体の担当者の皆様、

そして、市民の大切な生活の足を守るため、日々御尽力いただいている総合企

画部企画政策課の皆様には、心から感謝を申し上げたい。 

 今後も、各委員が調査・研究を続けるとともに、市民や市当局と連携しなが

ら、持続可能な地域公共交通の実現を目指して活動していきたいと申し添え、

結びとする。 

 以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏崎市議会 総務常任委員会 

委 員 長  佐藤 正典 

副委員長  近藤 由香里 

委  員  布施 学  山本 博文  持田 繁義 

      佐藤 和典  星野 正仁 

（議席番号順） 
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令和５（2023）年度　市議会意見交換会

【総務常任委員会】

（テーマ１）

分類 市民の意見など 委員会の考え 委員会の対応

利用状況
路線バスは発車時刻や停留所の位置が自分の生活に合わず、利
用しない。

「あいくる」による課題解決につながる
のか、各委員が試乗し、検証する。

議会で調査・研究

利用促進
より多くの人が乗れるように、路線バスの時間や停留所の位置
を改善してほしい。

「あいくる」による課題解決につながる
のか検証が必要。

議会で情報共有

利用促進
バス停周辺の環境整備が必要だと思う（安心して乗れるように
街灯を設置して明るくする等）。

地域の個別事情として参考にする。 市当局と情報共有

利用促進
できるだけ公共交通を利用するよう、地域ぐるみで努力すべ
き。

建設的な意見であり、実践例を調査す
る。

議会で調査・研究

利用促進 乗車率向上のために市場調査してはどうか。
既存の調査結果の有無、必要性、具体的
な手法について研究する。

議会で調査・研究

利用促進 郊外の路線バス減便地域こそ、デマンド化が必要。
既にデマンド化されている地域内交通の
状況を調査する。

議会で調査・研究

「あいくる」 路線バスが減っているので、あいくるには期待する。 好意的な意見として当局に伝える。 市当局と情報共有

「あいくる」 あいくる運賃が１乗車400円は高い。 運賃設定の根拠を確認する。 議会で調査・研究

「あいくる」
あいくるに高齢者や障がい者の介助のため乗る人は運賃無料に
してほしい。

他の自治体事例を調査する。 議会で調査・研究

「あいくる」
自宅付近はあいくる運行範囲ではないが、運行地域まで自家用
車で移動し、市街地ではあいくるを使おうと思う。

建設的な意見として当局に伝える。 市当局と情報共有

持続可能な地域公共交通～乗って守ろう、大切な生活の足～



令和５（2023）年度　市議会意見交換会

分類 市民の意見など 委員会の考え 委員会の対応

「あいくる」
小型車両・乗合であることを生かして、乗務員や乗客が障がい
者への理解を深め、自然にサポートできると良い。

建設的な意見として当局に伝える。 市当局と情報共有

「あいくる」
乗務員には簡単な手話を覚えてほしい。筆談ボードやＵＤトー
クも車内に用意してほしい。

具体的な意見として当局に伝え、検討を
依頼する。

市当局に検討を求める

「あいくる」 ＦＡＸでのあいくる申込ができるようにしてほしい。
具体的な意見として当局に伝え、対応を
依頼する。

市当局に対応を求める

運転手確保
大型免許取得には費用・時間がかかるので、路線バスは二種免
許で乗れる小型車両に切り替えた方が、運転手を確保・育成し
やすいのではないか。

提言に盛り込むことを視野に入れ調査・
研究を行う。

議会で調査・研究

運転手確保
労働条件（賃金、福利厚生）の改善が必要だが、そのためにも
乗客が増えることが重要だと思う。

本質的な意見として共有する。 議会で情報共有

運転手確保
介護や農業等の合間に運転手として働ける環境整備（兼業の推
進）をしてはどうか。

提言に盛り込むことを視野に入れ調査・
研究を行う。

議会で調査・研究



令和６（2024）年度市議会意見交換会　主な意見と委員会の対応

（テーマ１） 持続可能な地域公共交通 【総務常任委員会】

№ グルーピング 主な意見 委員会の考え 委員会対応

1 公共交通全般
地域内での生活を維持するため、移動手段として自家用車が欠かせ
ない。そのため高齢になっても免許証が返納できない。

高齢ドライバーの免許返納も視野に入れ、有
償運転ボランティア等の調査・研究を行う。

議会で調査・研
究

2 公共交通全般 公共交通を使って楽しめる仕組み作りを行う。
他自治体の事例等を参考に、調査・研究を行
う。

議会で調査・研
究

3 公共交通全般
運転手不足について、市の広報で周知徹底し、危機感を共有すべ
き。

運転手不足の実態を市民が理解し、既存の公
共交通維持に協力する気運の醸成を図るた
め、担当課に検討を求める。

市当局に検討を
求める

4 公共交通全般
運転手不足に対して、若い人が勤務できるような仕組み作りについ
て行政も協力すべき。

具体的な事例について調査・研究を行う。
議会で調査・研
究

5 公共交通全般
事業者任せにしないで、市として交通事業者と連携して運転手の確
保に取り組んで欲しい。

具体的な事例について調査・研究を行う。
議会で調査・研
究

6 公共交通全般
運転手不足の解消策として、免許取得や就職の際の補助金や支援金
制度を市として確立する。

国、県の動向や他自治体の事例、事業者の意
向等について調査・研究を行う。

議会で調査・研
究

7 公共交通全般
国の法改正等により、二種免許を取得しやすくするなどの取組が必
要。

国、県の動向や他自治体の事例、事業者の意
向等について調査・研究を行う。

議会で調査・研
究

8 公共交通全般
運転手確保のために、市が事業者に運転手の手当等を補助する仕組
みが必要。

国、県の動向や他自治体の事例、事業者の意
向等について調査・研究を行う。

議会で調査・研
究

1



令和６（2024）年度市議会意見交換会　主な意見と委員会の対応

（テーマ１） 持続可能な地域公共交通 【総務常任委員会】

№ グルーピング 主な意見 委員会の考え 委員会対応

9 公共交通全般
公共交通を守るためには、自らがまず乗ってみることが大切であ
る。

前向きな意見として企画政策課に伝える。
市当局と情報共
有

10 公共交通全般
全国的に路線バスの減便・廃止が進んでいくことは仕方ないと考え
る。その上で、地域と地域を結ぶ、施設と施設を結ぶ、交通システ
ムを作る取組が必要だと考える。

地域間を結ぶ公共交通の仕組みについて調
査・研究を行う。

議会で調査・研
究

11 公共交通全般 市が公共交通に補助金を出すのも限界がある。
現実を踏まえた重要な意見として、議会で共
有する。

議会で情報共有

12 JR 信越本線と新幹線の接続向上を要望する。
継続して関係各所に要望していただくよう、
企画政策課に情報提供する。

市当局と情報共
有

13 JR
子どもたちが電車の魅力を知り、楽しめる企画を立案することで、
利用者の確保を図ってはどうか。

前向きな意見として企画政策課に伝え、検討
していただく。

市当局に検討を
求める

14 JR
歩いて楽しい散策コースや花見会場など、駅周辺の魅力作りを行
い、利用者確保を図る。

具体的な事例があるのか調査・研究を行う。
議会で調査・研
究

15 JR 鉄道の利用者を増やすための企画やイベントを行う。
本市の今後の取組や他市の事例について調
査・研究を行う。

議会で調査・研
究

16 JR
せめて、将来にわたって、信越本線だけは残してほしい。新潟県内
でも「○○本線」と名称の付く路線は残すべきだ。

継続して関係各所に要望していただくよう、
企画政策課に情報提供する。

市当局と情報共
有

2



令和６（2024）年度市議会意見交換会　主な意見と委員会の対応

（テーマ１） 持続可能な地域公共交通 【総務常任委員会】

№ グルーピング 主な意見 委員会の考え 委員会対応

17 JR 駅やその周辺が魅力的であれば電車利用者が増えるのではないか。 駅の魅力向上について調査・研究を行う。
議会で調査・研
究

18 路線バス
路線バスの減便により、自身が行う家族の送迎の頻度が増えて、大
きな影響がある。

実態の一つとして議会で共有する。 議会で情報共有

19 路線バス
高柳からの公共交通の利用料金は高額であることから、負担軽減策
として割引制度（定額乗り放題等）の復活を願いたい。

割引制度について調査・研究を行う。
議会で調査・研
究

20 路線バス
路線バスと地域内交通との使い分けが大切である。潰し合いではい
けない。

前向きな意見として企画政策課に伝える。
市当局と情報共
有

21 地域内交通
病院に通院するための利用が多いが、通院が午前中に終わればよい
が、午後までかかってしまうと帰りの手段が無くなってしまう。

具体的な住民の意見として企画政策課に伝え
る。

市当局と情報共
有

22 地域内交通
地域内公共交通の利用者を増やす努力が必要。それは行政だけでな
く、多少不便でも住民が利用することが大切である。

このような考えを持つ市民が増えるよう、実
態を伝え協力を仰ぐことが必要である。企画
政策課に情報提供する。

市当局と情報共
有

23 地域内交通
路線バスが通っていないということは、やはり不便だと感じる。そ
の分、地域内公共交通が今後ますます、重要な役割を持つと思う。

前向きな意見として議会で共有する。 議会で情報共有

24 あいくる
あいくるは素晴らしい仕組みだ。実際に使ってみて、安くて便利で
ある。

あいくるに対する好意的評価として企画政策
課に伝える。

市当局と情報共
有

3



令和６（2024）年度市議会意見交換会　主な意見と委員会の対応

（テーマ１） 持続可能な地域公共交通 【総務常任委員会】

№ グルーピング 主な意見 委員会の考え 委員会対応

25 あいくる
あいくるは路線バスと違い、乗り継ぎなしで、ストレートに目的地
まで行けるのが大きなメリット・魅力である。

あいくるに対する好意的評価として企画政策
課に伝える。

市当局と情報共
有

26 あいくる
あいくるができて、運転免許証を返納した人は助かっていると思
う。

あいくるに対する好意的評価として企画政策
課に伝える。

市当局と情報共
有

27 あいくる
あいくるの運行時間帯を拡大し、通院や学生の放課後利用等も可能
となるよう検討をお願いしたい。

今後のあいくる改善に向けた参考意見として
企画政策課に伝える。

市当局と情報共
有

28 あいくる 運行範囲を広げてもらいたい。
今後のあいくる改善に向けた参考意見として
企画政策課に伝える。

市当局と情報共
有

29 あいくる
自力であいくるを予約するのが困難な人のために、コミセンや民生
委員等による予約代行を検討してほしい。

今後のあいくる改善に向けた具体的意見とし
て、企画政策課に検討していただく。

市当局に検討を
求める

30 あいくる
あいくるの料金支払について、電子決済が難しい高齢者もいること
から、使いやすい回数券の導入を検討していただきたい。

今後のあいくる改善に向けた具体的意見とし
て、企画政策課に検討を求める。

市当局に検討を
求める

31 ライドシェア
ライドシェア（一般ドライバーが自家用車で乗客を有償で運ぶサー
ビス）も今後考えていく必要があるのではないか。

ライドシェアについて調査・研究を行う。
議会で調査・研
究

4



令和６（2024）年度市議会意見交換会　主な意見と委員会の対応

主な意見 委員会の考え 委員会対応

長岡への通学時に電車を利用する学生もいるので、信
越本線を維持してほしい。

ご意見として承る。 市当局と情報共有

雨天や風雪時でも過ごしやすいようバス停を整備・充
実して利便性を上げてはどうか。

現状の確認と実施の可否判断が必要であ
る。

市当局と情報共有

路線バスの本数が増えればもっと乗客が増えるのでは
ないか。

利用しなければ減便・廃止に繋がることを
周知すべきではないか。

議会で情報共有

あいくるの乗客が増える分、路線バス等の利用者が減
り、経営が厳しくなるのではないか。それぞれ残せる
ようバランスを保つべきだと思う。

ご意見として承る。 市当局と情報共有

あいくるの乗り方や乗降ポイントがよく分わからな
い。

引き続き分かりやすい周知啓発に努める必
要がある。

市当局に対応を求める

あいくるは乗りやすいが、混雑して予約が取れない時
がある。

車両の増加により改善が見込めるか注視す
る必要がある。

市当局と情報共有

あいくるの運行を土日・祝日にも拡充してほしい。
路線バスや市街地循環バスとのバランスを
考慮すると難しいのではないか。

市当局と情報共有

西山町地域まであいくる運行区域を拡充してほしい。 利便増進計画との絡みを注視する。 市当局と情報共有

地域内交通にしやま号が再編によりどう変わったのか
分かりにくかった。

周知が適切だったか確認が必要である。 市当局に対応を求める

若い運転士を採用するためには、労働条件を改善する
必要がある。

今後の運転士確保に向けて参考にしていた
だきたい。

市当局と情報共有

運転士の育成支援として大型二種免許を取りやすくし
てはどうか。

今後の運転士確保に向けて参考にしていた
だきたい。

市当局に検討を求める

市職員が運転士の仕事をしてはどうか。
今後の運転士確保に向けた施策展開の参考
にしていただきたい。

市当局に検討を求める

運転士のＯＢ会で意見交換をしている。 提案や改善策を募集してはどうか。 市当局に検討を求める

空き家、運転士の資格取得、仕事を提供する「ドライ
バー移住」を市として推進してはどうか。

今後の運転士確保に向けて検討していただ
きたい。

市当局に検討を求める

マリンスポーツを楽しみたい人をターゲットに、ドラ
イバー移住やライドシェアを検討してはどうか。

今後の運転士確保に向けて検討していただ
きたい。

市当局に検討を求める

（テーマ１）持続可能な地域公共交通 【総務常任委員会】
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委 員 会 視 察 報 告 書  

 

委 員 会 名 総務常任委員会 

 

視 察 地 長野県上田市 

調 査 項 目 
市内の路線バス・鉄道に、キャッシュレス決済を導入した経緯・

実績・将来展望について 

調 査 目 的 

総務常任委員会の調査・研究テーマ「持続可能な地域公共交通」

に基づき、キャッシュレス決済の導入等、先進的な取組を行う

上田市の交通政策を調査し、今後の政策提言の参考とすること

を目的に視察を行った。 

日 時 令和 5年 10月 11日（水） 14:30～16:00 

場 所 
上田市役所 

上田駅 

調 査 概 要 

□上田市役所 

◯視察事項：市内の路線バス・鉄道に、キャッシュレス決済を

導入した経緯・実績・将来展望について 

・上田市の市政概要 

①人口  １５２，９８６人（R5.4.1） 

②世帯数 ６９，２４２世帯                      

③面積  ５５２K㎡ 

 

１上田市公共交通キャッシュレス化の取組について 

・令和２年度９月から６団体でスタート。（システム機器を改

札、車両に搭載、利用者は乗降時にスマホや紙製プリペイド券

で決済。） 

・１０月から上田バス・菅平高原線で QR コード決済実証実験

開始。 

・令和３年度１０月から市内全域のバス路線に拡大して実証実

験開始。 

・令和４年度２月からタクシーでの実証実験開始。 

・参加団体１４団体①システム（㈲会社和晃、㈱ticket QR）②

交通事業者（JR東日本、しなの鉄道、上田電鉄、上田バス、千

曲バス、東信観光バス、JRバス関東、タクシー協会）③経済団

体（上田商工会議所、上田信用金庫）④連携企業（㈱ユニ・ト

ランド）⑤行政（上田市） 



（様式２） 

・令和４年度より、デジタル庁関連交付金活用。 

・今後の展望として他地域への展開と地域課題解決、活性化へ

の貢献。 

 

□上田駅 

上田バスの車両、上田電鉄の改札・車両のシステム機器を現地

視察した。 

視察の様子 

  

【 議 場 】      【 上 田 駅 】 

質 疑 応 答 

質問 生活交通維持への財政負担と費用対効果は。 

回答 国や県からも補助金が出ているが、上田市では鉄道に対

しては億単位で負担し、バス、タクシーの赤字分も負担し

ている。委託料で、２億５千万円を投入している。 

 

質問 キャッシュレス決済に対する事業費や財源は。 

回答 令和５年度からの３年間で事業費は９００万円、財源は

デジタル田園都市国家構想推進交付金を活用 

 

質問 キャッシュレス決済導入効果は。 

回答 利用率を向上させるため、キャンペーンの効果があり増

加した。ただ、交通事業者は省人化の効果は無く、キャッ

シュレス決済の手間が２重に掛かっている。 

 

質問 キャッシュレス決済導入による利用者の変化は。 

回答 利用者は伸びていない、理由は分からない。今後はアン

ケート調査を行っていく。 

 

質問 高齢者のキャッシュレス決済状況及びサポートは。 

回答 高齢者にはサポートが必要と考えている。バスの乗り方

教室の実施、小銭のいらない理由付けと事前にカードを購

入してもらっている。 
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質問 バス路線維持に柏崎市では約１億６千万円を補助して

いるが上限はいくらまでか。 

回答 燃料費が上がり、国からの補助は減ってきている。負担

金の上限はない。負担金についてはバス８割、鉄道２割で

ある。 

 

質問 キャッシュレス決済の導入に当たり、官民金の連携は。 

回答 上田市と㈲和晃と信金でプロジェクトを進めてきた中

で、議会の理解も得ながら隣町の㈲和晃のシステム導入を

決めた。 

 

質問 公共交通事業での協議会とまちづくりは。 

回答 公共交通活性化協議会があって、承認を得ている。都市

計画では交通の維持確保が前提で明文化されている。 

 

質問 キャッシュレス決済導入にあたり運転手の対応と赤字

補てんの詳細は。 

回答 行政として運転手不足は把握していなかった、会社説明

会等で PR していく。上田市は移住者が多いのでバス会社

に入社してもらうように考える。赤字補てんは国と県の補

助金で足りない分を出してもらっている。 

 

質問 直近で廃止や減便はあったか。また、その対応は。 

回答 継続できないところもあり、３年で２つの路線が廃止に

なった。廃止路線の代替のものはないが、小中学生には３

年間スクールタクシーで対応している。 

 

質問 人手不足はあるか。 

回答 タクシー会社ではキャッシュレス決済を導入している

事業者が９つある。人手の確保が難しい。高齢の運転手が

機器を使いこなすのが難しい。 

委員会所感 

【佐藤正典委員長】 

まず前提として、上田市は公共交通政策に相当の財政支援を

行っているという事実がある。いわゆる赤字分を補填している

が、説明では、鉄道に３割、バス路線に７割、バス路線につい

ては赤字分を全て補填しているとの事である。補助支援の内容

も多岐にわたり、国・県と協調した補助、車両や運行経費に対

する補助などである。 
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キャッシュレス決済の実証事業である、QR コード決済シス

テム（TicketQR）を推進しているのは、右肩上がりに増えてい

る公共交通への市の財政負担を少しでも軽減していくために

は、利用者の利便性を向上させ、利用率を引き上げていくこと

が求められているからだ。 

利用者の減少、バス運転手の確保、タクシー業界との共存、

行政としての支援の在り方など、柏崎市と共通する課題も多く、

持続可能な地域公共交通の在り方を考える上で、参考となった。 

 

【近藤副委員長】 

上田市ではキャッシュレス決済の実証事業として、地元企業

が開発・販売する QR コード決済システム（TicketQR）を採用

している。なぜ一般的な交通系 IC カードを使わないのかと思

ったところ、導入・運用にかかるコストが高く、採算が合わな

くなる為と聞いて納得した。 

TicketQR は消費喚起事業にも活用され、地域公共交通の利

便性向上や交通事業者の負担軽減に加えて、地域内の経済循環

にも効果的であり、デジタル地域通貨と似た性質があると感じ

た。 

持続可能な地域公共交通の在り方に加え、DX 推進の観点か

らも参考にさせていただきたい。 

 

【布施委員】 

総務委員会で上田市を視察しキャッシュレス決済の現場を初

めてみました。決済がスマホ等の操作の難しい高齢者向けに紙

媒体での決済が出来る点は非常に参考となった。利用率が中々

伸びないのは現在免許証を返納したスマホに慣れていない高齢

者だからと思うが、現在車の運転も出来スマホの操作もできる

世代が、あと数年で免許証を返納すると利用率は上がるのでは

ないかと推察できる。 

 スマホ操作のできない高齢者向けの紙媒体でのキャッシュレ

ス決済は誰かが登録してくれさえすれば高齢者でも使えるため

当市においても参考となる先進地自治体であった。 

 

【山本委員】 

柏崎市が令和５年１１月２４日から運行開始する、「AI 新交

通あいくる」の運行に伴い、既に持続可能な地域交通を維持す

るために、官民連携のもと上田市が進めている公共交通キャッ
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シュレス化推進事業を視察した。 

現状、生活交通を維持するために国や県から補助金をもらっ

ているが鉄道に関しても億単位で上田市が負担し、バス、タク

シーの赤字負担分も２億５千万円かかっている。キャッシュレ

ス決済を導入したが事業者の経営状況のプラスになっていない

点や人手不足解消についても課題があるのがわかった。柏崎市

の AI を活用した事前予約制の乗り合い新交通システム「あい

くる」を注視していきたい。 

 

【持田委員】 

位置付けが明確で先進的、交通まちづくりが全庁の意思にな

っている。 

路線バスの赤字部分を基本的に市の財政で補填しているとこ

ろにも驚きである。市民の足の確保を絶対の課題として現在2,6

億円投じているとされるが、財政担当部局から制限されていな

いとの答弁だった。 

交通担当の職員が 5人で対応していることも優れている。 

チケットにすることで、現金を使わずにバスに乗れることの

利便性、利用者の安心感をも醸成していると感じる。 

 

【佐藤和典委員】 

キャッシュレス化の背景にあるのは、マイカー普及や人口減

少によって地方公共交通の利用者が速い速度で減っていること

であり、特にバス利用の減少が大きい。地方の公共交通事業者

はどこも厳しい経営環境にあり、柏崎市も補助金によって路線

を維持している状況である。このプロジェクトのきっかけは、

上田商工会議所、上田信用金庫と上田市が 2019年 12月に締結

した連携協定であり、その後、地元企業の技術を取り入れスタ

ートすることになる。官民金の連携がこの事業の肝であり、柏

崎市でも実力のある地元企業の後押しを考えていきたい。 

 

【星野委員】 

上田市では、路線バス・鉄道のキャッシュレス決済の導入に

ついて。 

説明では、この導入は、利用者の増加でなく維持のための取

り組みと言われていました。 

この事業では、システムは、（有）和晃と Ticket QRの共同。

交通事業者（8社）・経済団体（2社）・1企業・行政（DX推進
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課・商工観光・都市建設・広報 PR・普及拡大）14 団体との連

携した事業です。利用促進の取り組みでは GPS を活用して運

行状況が確認できるシステムにより利用者の利便性向上を図っ

ています。財源では、国県の補助金を活用し自主財源を最小で

取り組まれている。この取り組みもとても参考になります。 

交通事業者への補助金では、年間 2億 6千万円の補助金を支

出。名目は赤字補填、この補填に関して事業者の収支報告書を

基に支出されています。また、運転者不足の対応も「会社説明

会・自動車学校等での運転体験会・二種免許取得への補助金・

I ターン時に運転員の募集の呼びかけ等」などで対策を取られ

ています。これはとても参考になりました。 
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委 員 会 視 察 報 告 書  

 

委 員 会 名 総務常任委員会 

 

視 察 地 長野県安曇野市 

調 査 項 目 
デマンド交通「あづみん／のるーと安曇野」の導入の背景・経

緯・実績・将来展望等について 

調 査 目 的 

総務常任委員会の調査・研究テーマ「持続可能な地域公共交通」

に基づき、デマンド交通の早期導入等、先進的な取組を行う安

曇野市の交通政策を調査し、今後の政策提言の参考とすること

を目的に視察を行った。 

日 時 令和 5年 10月 12日（木） 10:30～12:20 

場 所 
安曇野市役所 

安曇野市社会福祉協議会（予約受付センター） 

調 査 概 要 

◆安曇野市の概要 

・平成 17（2005）年 10月に５町村が対等合併 

・人口 約 9.6 万人。面積 331.78 ㎢ 

・合併当時は各町村の庁舎を使っていたが、平成 27 年に新庁

舎を建設 

・米、リンゴ、わさびが特産。製造業も盛ん 

 

◆公共交通の現状 

・市内を南北に JR大糸線、JR篠ノ井線が縦断 

・鉄路間を接続する目的でコミュニティバス２路線が運行。 

・市内全域（可住域）でデマンドバスを運行 

・観光路線バスを期間限定で運行 

・近隣市町村のコミュニティバス等が市内に一部に乗り入れ 

・市観光協会が主体となりシェアサイクル事業を展開 

 

＊シェアサイクル事業以外は利用者数減少。2020年のコロナ禍

により激減し、以前と同様の回復は見通せない。 

 

◆デマンド交通「あづみん」導入経緯 

・合併当時、公共交通体系は旧町村間で相互連携できていなか

ったため、乗り継ぐ場合など町村間をまたぐ移動が難しく、

その不便さからそれぞれの移動体の利用者が低迷していた。 
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・新市への合併を機に、安曇野市としての公共交通体系を再編

し、地域間の交流や連携を目的に、一体感ある新たな公共交

通システムを確立する必要があった。 

・「安曇野地域における公共交通システムの構築に関する検討

会」を設置。2006年 7月～2007年 8月に計 9回の検討会を

行い、国や有識者の協力、助言を受けるとともに、ワークシ

ョップやアンケート等で寄せられた地域住民の意向を十分に

反映させることに留意した。 

・検討会では様々な移動体の可能性を検討した結果、合併前に

一村で導入されていたドア to ドア方式のデマンド交通を採

用し、2007年 10月から運行を開始した。 

 

◆導入時の役割分担 

 安曇野市地域公共交通協議会 

役割 担当 内容 

運行業務

委託 

地元のバス・

タクシー会社 

デマンド車両の運行及び維持

管理全般 

運行管理

業務委託 

安曇野市社会

福祉協議会 

予約の受付や配車計画作成、

回数券販売 

統括 安曇野市 新規利用者獲得、運行改善、利

用者意見対応 

 

◆デマンド交通「あづみん」（R4年 10月まで） 

＜概要＞ 

・運行時間 8：00～17：00 

・運休日 土日祝日、年末年始（12/29～1/3） 

・予約受付時間（電話予約）平日 7：40～16：40 

＊乗車希望日の 7日前から予約可、乗車時間便の 30分前まで 

・運賃 大人（中学生以上）300円／1乗車 

    小学生・障がい者 100円／１乗車 

    未就学児 無料 

・支払い方法 現金、回数券（乗車時に支払い） 

・運行台数 14台（R4.11月から 16台） 

・運行範囲 約 18㎞ 

 

《コミュニティバス》 

・デマンド交通の運行時間前後（6:30頃～、～20:00 頃）に、

デマンドと同じ車両を使用してコミュニティバスを運行 
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・市内の鉄道主要駅間をつないで２路線を運行し、主な利用

者は高校生 

 

＜運行方法＞ 

・路線バスのように時間や経路を決めず、予約に応じてその都

度ルートを作成し運行 

・同じ方面を目的地とする人同士が乗り合って移動 

・大型商業施設等の特定施設以外は乗降場所を決めず、利用者

の希望の場所で乗り降りが可能（ドア toドア方式） 

・居住地や年齢、利用目的によらず利用が可能 

・運行エリアを５地域に分け、1 回の乗車で往来できる範囲を

制限。ただし鉄道駅の周辺等に共通乗合エリアを設定 

・８時便～16時便まで、1時間単位で予約受付運行を完了させ

る方式（一時間の間に送迎が完了する人数分だけ受け付ける） 

 

 

 

    

 

＜導入後の成果＞ 

・年間利用者数は H20（2008）年度以降、8.5 万人～9 万人で

推移、一日あたりの平均乗車数は 350回～380回で推移 

・高齢者の通院や買い物、障がい者の移動手段として認知され、

一定の役割を果たしている。 

・実利用者数は減少傾向にあり、R4（2022）年度は 2060人。 

・ヘビーユーザーが一定数存在するものの、新規利用者を確保

できていない。 

 

★運行開始当時と同じ運行スタイルを継続しており、変化する

利用者ニーズや時代の流れにマッチしていないのではないか？ 

 

＜利用者の評価＞ 

・市内在住の 65歳以上の 1350人にアンケート調査を実施。 

（2020 年 3月～4月）回答者 503件、回収率 37％ 

・良い点は「自宅前から目的地まで送迎してもらえる」、「乗車

料金が安い」が多数 

・悪い点は「休日に運行していない」、「目的地まで乗継が必要」。

「送迎時間が定まらず、待ち時間が長い」等が多数 

利用者 受付センター 運行事業者 

電話予約 配車 出発地へ 
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（1時間単位で予約調整するため到着時刻が不安定） 

・ドア toドア方式の運行は高く評価される一方で、サービス内

容には複数の不満があることを確認 

・今後も利用したいか？との問いに、利用経験者 87.2％、未利

用者 80％が「利用したい」と回答 

 

＜デマンド交通「あづみん」の課題＞ 

１．運行範囲・行ける範囲に制限がある 

（エリアを超える場合は乗り換えが必要） 

２．時間が見込めない 

（いつ迎えに来て、いつ目的地に着くのかはっきりしない） 

３．予約が取りにくい・面倒 

（1時間単位での運行のため乗車可能人数に上限がある） 

４．休日運行していない 

＊タクシー事業に触れないためそのように取り決めた 

 

◆「のるーと安曇野」について（R4年 11月～） 

＜導入への経緯＞ 

・上記の課題に加え、運航継続に欠かす事のできない乗務員、

受付オペレーター確保が困難になった。 

・特に受付オペレーターの配車計画作成は高度な知識と技術を

要するため、育成に時間がかかる。 

・キャッシュレス決済やスマホ連携など、時代に合ったサービ

ス内容へ更新していくことも必要となった。 

令和 2（2020）年秋から検討を開始。 

安曇野市地域公共交通協議会でも議論。 

【方針】 

・市民や来訪者等から「選ばれる移動手段」となるため、ニー

ズを踏まえて的確にアップデートする。 

・公共交通の担い手不足に対応するための役割の再編（デジタ

ル技術の活用）を急務とする。 

 

【手法】 

・AI活用型オンデマンドバスシステムを導入し、新たなサービ

スを付加するとともに、今まで人（受付オペレーター）が担

っていた業務の一部を移行 

★AIが配車計画を生成→運行ルート生成の負担軽減 

★スマホアプリからの予約を受付→電話受付の負担軽減 
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令和 4（2022）年 11月～ 

「のるーと安曇野」のサービスを開始 

 

＜課題への対応＞ 

デマンド交通「あづみん」 のるーと安曇野 

運行範囲・行ける範囲に制

限がある 

一部の運行エリアを拡大 

乗り換えが必要となる仕組

みは継続 

時間が見込めない システム更新による改善 

予約が取りにくい・面倒 システム更新による改善 

休日運行していない 期間限定で実証運行を実施 

 

＜従来サービスとの違い＞ 

１．予約方法の充実 

・電話予約に加え、スマートフォンからの予約が可能に 

・予約専用アプリ「のるーと」から 24時間受付 

 

２．発着予定時刻をお知らせ 

・利用者の希望乗車時刻により最適な運行ルートを AIが計算 

・予約時にお迎え予定時刻と目的地到着予定時刻をお知らせ 

・アプリ予約だけでなく電話予約でもお知らせ可能に 

 

３．リアルタイム予約が可能 

・従来運行では乗車時間便 30分前までの予約が必要だったが、

リアルタイム予約が可能に 

・すぐに使いたい場合も最短でお迎えに行ける車両を案内 

 

4．バスロケーションシステム（アプリ利用者限定） 

・自分が予約した便のお迎え時刻が近づくと、アプリ上で車両

の現在地を確認できる。 

 

5．キャッシュレス決済を導入（アプリ利用者限定） 

・アプリ内でクレジットカードを登録、決済方法でカードを選

択できる。 

 

＜今後に向けた課題＞ 

〇利用者に対する利用方法や制度の落とし込み 

・以前の運行スタイルが定着している利用者ほど考え方の転換
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が難しく、使い勝手が悪くなったと認識されてしまう。 

・ドア toドア方式運行に対し、アプリからの予約が十分対応で

きていない点がある。アプリ利用方法も周知が必要。 

 

〇新たな利用者の獲得 

・観光客等来訪者の回遊、児童・生徒の下校後の通塾、働き盛

り世代の通勤等、新規ユーザー獲得に向けて、セグメントご

とに訴求力を持ったマーケティング計画を立て、実行する。 

 

〇オンデマンドシステムのアップデート 

・AIが生成する運行ルートは必ずしも効率的ではなく、人が考

えたルートの方が効率的な場合もある。 

・利用者が多く、乗り合いが頻繁に発生するため、利用者の利

便性と効率的な運行のバランスが難しい。 

・ドア toドア方式がさらに状況を難しくしている面もあり、シ

ステム自体を進化させる必要性がある。 

 

〇「のるーと安曇野」以外のモビリティとの連携強化 

・デマンド交通が万全ではない。他のモビリティとの組み合わ

せや役割分担を行い、デマンド交通に依存しすぎない交通体

系を構築する必要がある。 

 

★正解がない中で悩み苦しみながらやっている。 

 

事前質問への回答 

１．生活交通維持への財政負担と費用対効果について 

（鉄道施設やバス車両等の更新に対しても支援しているか） 

・デマンド交通事業及びコミュニティバス事業への財政支出は

1億 2680万円（R4年度実績）。運行事業者が所有する車両購

入に対し 1/2 補助を行っている。 

・費用対効果は分析していない（運行に係る費用から運賃収入・

国庫補助を差し引いた額を市が持ち出しているため、収支だ

けを見れば費用が効果を上回ることはない）。 

・定性的な KPIにより効果を分析する必要があるが、どのよう

に効果につながっているかは判断が難しい。 

 

２．キャッシュレス決済に対する事業費及び財源について 

（国の支援や DX推進に係る財源が活用されているか） 
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・キャッシュレス決済は、現在スマートフォンアプリ予約者限

定のサービスとし、アプリにクレジットカードを登録するこ

とでアプリ内決済を可能にしている。 

・現在導入しているオンデマンドシステムに標準装備されてい

る機能のため、キャッシュレス決済のみの事業費を算出して

いない。 

・システム導入にあたってはデジタル田園都市国家構想推進交

付金を活用している。 

 

３．デマンド型交通の導入効果について 

（利用者数、利用者の年齢層や属性などに変化があるか） 

・民間の路線バス等が合併前に撤退しており、デマンド交通が

コミュニティバス事業（地域交通の主軸）と合わせて、面的

に市全域をカバーし、交通弱者の移動をサポートしている。 

・主なユーザーは障がい者、高齢者であるが、今後異なる層（観

光客等来訪者、若年層、子育て世代など）へのアプローチが

必要と考えている。 

 

４．デマンド型交通導入による利用者の変化について 

（利用者数、利用者の年齢層や属性など） 

・利用者の世代比率は 60 代以上が全体の 65％、属性は全体の

約 60％が障がい者となっている。 

・デマンド交通導入以降（平成 19年以降）、障がい者利用の比

率が増えているが、大きな傾向は変化していない。 

 

５．利用時の電話、アプリ、LINE による申込状況、利用者の

年代や用途の傾向について 

（例：高齢者の通院、買い物の利用が多い等） 

・予約方法は約 25％がアプリ・LINE経由、残りは電話による

予約となっている。用途は、障がい者の通勤、高齢者の通院、

買い物がメインとなっている。 

 

６．観光客や高校生の部活動（練習、遠征など）に対応してい

るか 

・高校生については、登下校時間帯は鉄道間を接続するコミュ

ニティバスにて対応。 

・部活動遠征などの個別輸送には対応していない。 
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７．土日祝日の実証運行（7/29～10/31）により、利用者属性に

変化があるか 

・利用者属性には大きな変化はないが、土曜日は通院目的の利

用が多くみられる。 

・観光客の利用も確認しており、お盆期間（8/11～13）には日

あたり利用者の約 1割を占めるなど、今後認知が進めば二次

交通として利用が期待できると考えている。 

 

視察の様子 

  

【 議 場 】      【 説明・質疑応答 】 

質 疑 応 答 

質問 路線バスの撤退がデマンド交通導入の背景にあるとの

ことだが、市として路線バスを残すための取組を行ったの

か。 

回答 路線バスを運営していたのは大手のアルピコ交通だが、

車の浸透により必要性が薄くなり、採算性が合わずに撤退

した。当時は民間の交通事業に行政が介入するという認識

はなかった。（廃線になった地域の福祉バスは行政が運営） 

 

質問 デマンド交通、観光客の利用についての協議は合併段階

でされていたのか。 

回答 合併協議会で調整はしていたが、地域の実情にあわせて

デマンド化に取組んだ。運行開始時にはタクシー事業を圧

迫しないよう、観光客はデマンド交通に乗せないという暗

黙のルールがあったが、公共交通は誰もが使える移動手段

であり、現在は観光客も乗ることはできる。ただし、電話

予約や事前登録がわずらわしいのか、観光客には利用され

なかった。 

 

質問 交通事業への財政負担１億 2680 万円の中に乗務員の確

保も含まれるのか。 

回答 これまで含まれていなかったが、各交通事業者の乗務員

が高齢化し、５年後には担い手不足が想定される。行政も
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公共交通を担う人材確保に関わらなければならない。例え

ば市の運行協議会として取り組むことも必要ではないかと

考えている。交通事業者に対する委託料も開始当時から同

額だったが、昨年 AIシステム導入に伴い増額した。 

 

質問 受付センターのオペレーターには高いスキルが必要だ

と考えるが、過不足なく確保できているのか。 

回答 現在 8人で対応している。配車には高いスキルが必要で

あり、苦情対応もあることから、新人がなかなか定着しな

いのが課題である。 

 

質問 今後の電話予約は。 

回答 高齢者がメインユーザーであるため、電話予約をなくす

ことはできないが、スマートフォン利用者が高齢者になっ

た時は、かなり電話対応が減るのではないか。社会福祉協

議会ならではのサポートを行う。 

 

質問 運行委託先の詳細は。 

回答 地元３社のうち２社がバス・タクシー事業、１社がタク

シー事業のみである。 

委員会所感 

【佐藤正典委員長】 

安曇野市の公共交通における特徴的背景として、2010年まで

に路線バス事業者が全て撤退し、バス路線が全く無くなったこ

とだ。これに伴い、合併後の市内に点在する旧町村間の移動に

住民が苦労する状況となった。この局面を解決するために導入

したのが、ドア to ドア方式を特徴とするデマンド型交通であ

り、地域と地域（点と点）を結ぶ、面的な交通システムとして

いるとの説明であった。 

運行面においては、バス・タクシー会社が担い、競合問題も

あったが、大変協力的だったとのことである。予約受付センタ

ーは社会福祉協議会が担い、現在は８名のスタッフ・オペレー

ターにより運用されている。社協の受付センターを視察させて

いただいたが、市内全域の土地勘と、高齢者・障がい者への対

応から、相当の熟練度を感じた。 

安曇野市デマンド交通「あづみん／のるーと安曇野」は平成

１９年に運行開始して１７年間の実績がある。今回の視察では、

導入の背景と経緯、１７年間の実績、デマンド型のメリット・

デメリット、直面する新たな課題などについて、大変明確に、



（様式２） 

率直に説明をいただいた。柏崎市も、今後、路線バスの縮小・

廃止が進むことが予想され、とりわけ 11 月 24 日から AI 新交

通「あいくる」を新規運行させる本市にとって、大いに参考と

なるべく視察であった。 

 

【近藤委員】 

安曇野市では路線バスが完全に撤退し、ドア toドア方式のデ

マンド交通とコミュニティバスを組み合わせて、コンパクト・

プラス・ネットワーク実現を図っている点が特徴的だった。社

会福祉協議会が担う予約受付センターを視察させていただき、

オペレーターにはメインユーザーである高齢者・障がい者への

対応力が必要だと感じた。 

AIシステム導入により、スマホアプリを使える方々への利用

拡大、運転手やオペレーターの確保に効果があることを期待し

たい。 

柏崎市においても今後、路線バスの縮小・廃止が進む可能性

が高いことから、公共交通網の在り方においても参考になる取

組であった。 

 

【布施委員】 

安曇野の広域性とデマンド交通を以前からやっているだけあ

って非常に参考になった。 

 特筆すべきは家の玄関前までの送迎と AI 普及以前から電話

オペレーターが受付を行い、その場で職員が運行経路を決定し

ていく点であり、行政サービスの一環とは言え、ここまでする

のかというのが驚きであった。 

 今回の長野県へ視察先の中で最も参考となった。 

 当市においてはデマンド交通が現時点で都市計画区域内であ

るため、当市も同じ事が出来るかは難しいが、ここまできめの

細かいオンデマンドは見習うべき点が多々あり非常に参考とな

った。 

 

【山本委員】 

安曇野市でも生活交通維持への財政負担と費用対効果につい

ても、デマンド交通事業者及びコミュニティ事業への財政支出

は令和４年度実績で、１億２千６百万円を支出していて費用が

効果を上回ることはないとのこと。ただ、社会福祉協議会に委

託して民間事業者が撤退した地域交通をコミュニティ事業と併
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せて市の全域をカバーしている点や交通弱者（障がい者、高齢

者等）の移動をサポートする点が素晴らしく、予約を受け付け

ている現場を視察させていただいたが、全て、オペレーターが

オジリナルで配車計画を立てている点が大変参考になった。 

 

【持田委員】 

説明資料とともに説明もわかりやすく、質問にも的確にお答

えいただいた。関係の事務事業に精通しているものと推察する。

事業を展開してから 17 年を経過していることは、文字通りの

先進事例でもある。 

5 つの町村が対等に自治体合併し、そのうちの一自治体が既

にデマンド交通を取り入れている。「合併協議会のなかでの議論

もありか」と質問したが、そうではなく、まちづくりのなかで

市民の交通の確保が検討され、今日に至っていること。悩みな

がら、課題をも明確にし、運行形態については、今後とも研究、

検討していく姿勢が示された。 

 

【佐藤和典委員】 

乗り合いタクシー方式のデマンド交通「あづみん」は、国内

最大規模で古い運用実績もあり全国的にも注目されているが、

柏崎との地形や歴史背景が違うと理解した。「のるーと安曇野」

は、運行主体は市内の 3つの会社、予約受付は社会福祉協議会

が行っている。オペレーターの作業は熟練業務であり、習熟に

はかなりの時間がかかる。AI化によりオペレーターの業務が一

部移管するが、非効率な部分もあり微調整の必要も出てきてい

る。完全移管には尚も高い壁があり、完璧を求めるのではなく、

改善を前提て導入したほうが良いとの助言をいただいた。 

 

【星野委員】 

安曇野市では、市町村合併前は、20 路線運行されていたが

2010 年全て撤退という現状をふまえ合併を機に公共交通体系

の再編に乗り出した。特徴的な取り組みは、デマンド交通「あ

ずみん」のドア・ツー・ドア「運賃は、大人 300円小学生 100

円と格安」の運行です。利用者のアンケート調査を基に意向や

要望を丁寧に反映した結果でした。利用者は、とても良いです

が事業者と受付業務者はとても大変です。特に現地確認させて

頂いた受付センターのオペレーターの負担がとっても大きいと

聞きました。しかし対応策は確立されていました。利用者も年
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間 8.5 万～9 万人と一定の需要が維持され導入効果を確認させ

て頂きました。現時点での課題等の確認とその解決策の検討状

況についても説明を受けとても参考になりました。「のるーと安

曇野」導入の経緯も急務である公共交通の担い手不足への対応、

役割の再編、「デジタル技術の活用」の対策です。今後の課題解

決策については両事業とも総括を行い、並行する対応策につい

ても説明を受けました。今後の柏崎市の取り組みに参考にさせ

て頂きます。 
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委 員 会 視 察 報 告 書  

 

委 員 会 名 総務常任委員会 

 

視 察 地 長野県松本市 

調 査 項 目 

「路線バスのキャッシュレス決済」を導入した背景・経緯・実

績・将来展望について 

「AI オンデマンド交通」を導入する背景・経緯・将来展望に

ついて 

調 査 目 的 

総務常任委員会の調査・研究テーマ「持続可能な地域公共交

通」に基づき、「路線バスのキャッシュレス決済」、「AI オンデ

マンド交通」等、先進的な取組を行う松本市の交通政策を調査

し、今後の政策提言の参考とすることを目的に視察を行った。 

日 時 令和 5年 10月 13日（金） 9:30～11：00 

場 所 松本市役所 

調 査 概 要 

●松本市の概要 

・人口 235,744人（令和５年９月１日時点） 

・国宝松本城を中心とする旧城下町 

・キャッチフレーズは「文化香るアルプスの城下町」、「三ガク

都（楽都、岳都、学都の三つのガク都。音楽、山岳、学問を標

榜する）」 

・りんご、ぶどうが特産 

 

●「のるーと松本」について【公共交通課】 

・令和５年１０月２日運行開始 

・運行期間：令和６年３月２９日まで 

・運行エリア：梓川エリア、寿エリア 

・営業時間：午前９時～午後５時 

・定員：８名／台 

・配車方法：電話、専用アプリ、松本市公式 LINE 

・将来展望：公設民営化事業により、松本市が強く関与して市

民の足を確保する。地域の実情に合わせた移動手段を検討し、

「どの地域も取り残さない」交通サービスの提供を目指す。 

 

●「路線バスのキャッシュレス決済」について【交通ネットワ

ーク課】 

・実証実験中 

・路線バス等の公共交通は現金を主とする決済手段で、利用者

にとって「使いづらい」状況が続いていた。 

・平成３０年度に、長野県が所管する検討会で、「地域連携Ｉ
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Ｃカードを軸に検討」の方針が示された。この方針に基づいて

松本市でも検討を開始したが、コロナ禍、台風被害等により、

平成３１年度以降は停滞した。 

・令和３年度に松本市に「交通部」が新設され、総合交通戦略

を策定した。令和５年の公共交通の公設民営体制の確立に向け

た動きに合わせて、キャッシュレス化の検討が加速した。 

・キャッシュレス決済の方向性：①恒久的な方法を特定しない

スモールスタート、②MaaS、DX との親和性、今後のトレン

ドを踏まえる。 

・専用アプリ「Ticket QR」を採用 

・「Ticket QR」の利用実績：令和４年度末時点で、キャッシ

ュレス利用実績が約 10％。当初は低調だったが、周知PRによ

り令和４年８月まで微増傾向。同年９月以降、件数・利用率が

急 

・令和４年７月・８月にアンケート実施 

・将来展望：令和５年 11 月から、「Ticket QR」を全路線に拡

大し、本格運用を開始。令和６年２月から、クレジットタッチ

決済の機能を拡充 

 

●事前質問への回答 

質問１生活交通維持への財政負担と費用対効果について（鉄

道施設やバス車両等の更新に対しても支援しているか） 

回答 鉄道施設は大規模改修を 10 年間の実施計画を策定した

ものを国、県、市と協調補助する。私鉄の上高地線につい

ては松本市としては年間 6,000 万ほど補助する。10 年間

では 4億 3,000万ほどの支援をしていく。 

ここ数年では車両更新ということで２両編成のものを３

両編成ほどに更新を行っていくに当たり、１両編成当たり

２億円ほど掛かるものを何年かかけて補助していく。 

バスの更新等については、基本的に、バス事業者が所有

している物を更新する負担経費のうち、減価償却等を見据

えた中で、市が支援していくという考え方になっている。 

 

質問２キャッシュレス決済に対する事業費及び財源について

（国の支援や DX 推進に係る財源が活用されているか） 

回答 今年度 11 月から本格運用を開始したが当初予算に事業

費を計上して、さらに、財源として、国費２分の１のデジ

タル田園都市国家構想交付金を活用している。ランニング

コストにも使える。 

  全体として 78 台 32 路線に導入するが、事業規模は

5,500 万円。ラニングコストは年間当たり 1,000 万円弱程

度のキャッシュレス決済経費が掛かるが、これにもデジタ

ル田園都市国家構想交付金が使える。 

 

質問３キャッシュレス決済の導入効果について（利用促進、
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交通事業者の省人化 に対する効果など） 

回答 実施したばかりなので導入効果は未定である。 

先行して導入した隣接自治体の導入効果として、現金決

済では運賃を適切に収受しているか分からないが、キャッ

シュレス決済だと確実に運賃が合うので、省人化されてい

るという先行事例を聞く。 

 

質問４キャッシュレス決済導入による利用者の変化について

（利用者数、利用者の年齢層や属性などに変化がある

か） 

回答 本格運用が 11 月からなので未定であるが、今現在幅広

い年代の方に周知している。公共交通路線を使ってもらう

ために若者には利便性を、高齢者には使いやすさを周知し

ている。 

 

質問５高齢者のキャッシュレス決済利用状況及びサポートに

ついて 

回答 基となるデータがないが、ウェブを使ったアンケート

では、デジタルが使える方からはキャッシュレス決済が非

常に好評であった。 

アンケートの半数は 60 歳以上の方からの回答なので、

一定程度の評価は受けていると認識している。 

スマホが使えない方には紙製のプリペイドを利用してい

ただく。 

視察の様子 

  
【 説明・質疑応答 】     【 議 場 】 

質 疑 応 答 

キャッシュレス決済について 

 

質問 ＱＲ決済に当たり、データの取得が目的との話だが、

乗降ポイントや年代まで踏み込んで行っているのか。 

回答 チケットＱＲで乗降ポイントのデータを取ることは可

能。事前の登録では生年月日が必要だが、年代別の分析ま

では行っていない。 

 

質問 公共交通の維持はどこの地方自治体の課題であるが、

事業者からは減便等の要望があり、それに行政が公金を

支出することにより何とか持ちこたえているし、また、

運転手不足の課題もある中で、松本市と地元の事業者の
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関係性は。 

また、観光客が多い松本市において事業者は安定的な経

営をしているのか。 

回答 松本市も高額な補助をしてきてなんとか維持してきた

経過がある。そういった中、公設民営でエリアをまとめて

行っている。 

 

質問 キャッシュレス決済の導入に当たり、国からの交付金

が 78台 5,500万円との話だが、他に掛からないのか。 

  また、ランニングコストが 1,000 万円との話であるが、

通信料なのか、他に何か掛かっているのか。 

回答 キャッシュレス決済の機械の設置費用とデータの作成

登録等のソフト的な経費がある。 

ランニングコストには月々の機能の使用料やキャッシュ

レス決済の手数料がある。またＰＲ等の広告宣伝費も含ま

れる。 

 

質問 キャッシュレス決済の機器は松本市が導入して運行事

業者に貸与する仕組みだが、修繕や維持管理の費用につ

いては市が負担するのか。 

回答 日常の運用管理については運行事業者が行う。 

 

質問 タッチ決済の導入に費用は掛かるか。 

回答 国からの交付金で賄っている。 

 

AIオンデマンド交通について 

 

質問 資料説明の中に、バスをあまり利用されないようであ

れば廃止することもあるかもしれませんとの記載がある

が、地域づくりセンターの要望によりオンデマンドバス

を運行しているためそのように表現したのか。 

回答 オンデマンドバスがあるのに使わない。「乗らないなら

廃止します」と説明会では毎回必ず説明している。 

   地域の役員にもそういった課題意識は持ってもらってい

る。 

   

質問 国土交通省に交通政策局があり、その中の交通政策審

議会がリ・デザインの取りまとめをしているが、それを

参考にしたのか。 

回答 リ・デザインについては、国がかなり力を入れていて

有識者会議を参考にやってきた。 

松本市の公設民営、官民共創の提案を有識者会議で発表

し、それをベースに、国も３つの共創、官民と民・民とそ

の他と合わせた共創を参考に、今年度から支援していくこ
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ととなった。 

 

質問 事業費とランニングコストについては。 

回答 AI デマンド交通については、今年度の予算では 5,600

万円ほどである。 

   内訳は今年度が運行初年度のため、システム構築が

3,300 万円と最も多い。運行等の事業費は 1,700 万円ほど

である。この事業も、システムの構築には国の交付金を充

てている。 

 

質問 バスやタクシー事業者への補助額は。 

回答 コロナ禍前から鉄道の廃止路線周辺以外は直接的な補

助をしていない。 

   今回、エリア一括のオンデマンド型が運行されるに当た

り、公共交通関係で令和４年度が 1億 7,000万円だったも

のが、令和５年度予算では 2億 7,000万と１億円ほど上乗

せになっている。 

 経過としては、元々事業者がやっていた赤字補填もあれ

ば、見直しをして効率化を図って圧縮を図った部分もある

ため、総トータルが１億円増の要因である。 

 

質問 乗降ポイントについて、都市計画区域内だけでなく郊

外地域の運行も考えると乗降ポイントが相当数増加する

が、駅や病院など利便性の高いところは出発エリアに限

らず乗降ポイントとするのか。 

また、エリア一括協定という中で、令和５年度の予算が

2億 7,000万円だが、５年後の令和 10年度もこの程度の予

算を見込んでいるのか。 

回答 ５年間の債務負担行為を行う中で、15 億 5,000 万円程

度で５年間の運行を行う内容で、運行事業者と協定を結ん

でいる。 

実際に掛かる経費と想定される収入を差し引きし、実績

等を加味しシミュレーションを行い、15億 5,000万円を想

定した。 

委員会所感 

【佐藤正典委員長】 

松本市は柏崎市との比較において、人口規模で約３倍、面積

で２倍以上となる大都市である。それに比例するように公共交

通に行政が力を入れて取り組んでいることが伺い知れた。あえ

て公共交通課と交通ネットワーク課に所管課を分けていること

などからも理解できる。 

松本市の中心部では観光客も多く、大変に道路渋滞が激しい

と伺ったが、そうした対応策の一つが路線バスの利用率向上で

あり、そのための利便性向上がキャッシュレス決済の推進であ

る。 
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路線バスに関しては、松本市はバス事業者への財政支援は行

っておらず、特に周辺地域に見られるバス路線廃止への代替策

が、AI 活用型オンデマンドバス「のるーと松本」の展開であ

る。公設民営であるオンデマンド交通ではあるが、市民に対し

ては、「乗らなければ止めます」と明確に説明するなど、市民

が求めるニーズと市が負うコストについて、しっかりとした方

針を定めていると感じた。 

 多岐にわたる松本市の公共交通政策は、柏崎市にとっても、

大変参考となる点があり、今後の政策提言等に結び付けたい。 

 

【近藤副委員長】 

松本市では、観光客の多い中心部ではキャッシュレス決済を

進め、郊外部では住民ニーズを踏まえて AI オンデマンド交通

を導入するなど、地域の実情に応じた地域公共交通政策を講じ

ている。 

 財政面では、国土交通省が創設した「エリア一括協定運行事

業」に採択され、5 年間は国の補助金が交付される。この間に

市内公共交通網の整備、利用者の利便性向上、事業者の生産性

向上を図り、持続可能な地域公共交通を目指すとのことであ

り、戦略性の高さに感心した。 

 AI オンデマンド交通実証事業の目的を明確にし、地域住民

の覚悟と協力を求めている点も印象的だった。 

 柏崎市とは人口・財政規模は異なるが、参考にできる点が

多々ある。今後の調査研究・提言につなげたい。 

 

【布施委員】 

松本城もあり観光地であるため観光分野でバス等の運行事業

者は営業利益が出せており、コロナ禍まではそれほど行政支援

が多くなかったと言うことで、当市からしたらうらやましい自

治体であった。 

 しかしながら、当市同様に過疎地域の交通弱者対応は大変

で、キャシュレス決済のみならず、観光客のためにタッチ決済

も導入していると言うことであり参考となった。 

 また「利用が少ない場合デマンドバス自体の存続は在りませ

ん。」と明記してある点に、財源の点からも啓発しているとこ

ろに特筆さを感じたし、見習うべき点であった。 

 

【山本委員】 

松本市の路線バスキャッシュレス決済は令和５年１０月から

本格導入とのことで、上田市と同様に、財源はデジタル田園都

市国家構想推進交付金を活用して、事業費は５千５百万円で、

２分の一の補助として７８台分、３２路線で行うとして、ラン

ニングコストは年間１千万円とのことでした。 

AI を活用したオンデマンドバス（のるーと松本）は市内２

エリアで平日の午前９時から午後５時までとして、（土日祝日
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は休業）し、１台８人まで乗車出来、２台の車両で２つのエリ

アを運行する。高齢者などの交通弱者をターゲットとして、概

ね、２００M から３００M 間隔で２エリアの３７０箇所の乗

降ポイントを設定し、カバー率９２％のとのことでした。そし

て、地域説明会で担当者が最初に「このバスを利用していただ

かないとやめる可能性がある」といった言葉が大変参考になり

ました。 

 

【持田委員】 

組織機構として令和 3年度に「交通部」が新設されたことが

大きな変化。やはり位置付けの先進性であり、「総合交通戦

略」の策定とともに、公設民営体制の具体化で市民の交通権の

保証が確保されている。 

地域公共交通は、国民生活や社会経済活動を支える社会基盤

である。 

それだけに、地域公共交通の利便性・持続可能性・生産性の

高い公共交通ネットワークへの「リ・デザイン」（再構築）へ

の挑戦と実現が求められている。全国初の「エリア一括協定運

行事業」を実施していることは、国土交通省としても注目に値

するとみているであろう。 

 

【佐藤和典委員】 

「路線バスのキャッシュレス決済」については、恒久的な方

式を特定しないスモールスタートを学んだ。人口規模は違い過

ぎるが、著しい人口減少下、参考に出来るやり方だ。松本市で

は、それぞれの地域で地形や高齢化などの課題があり、各地

域、各年代層等を複雑にからめ合わせた交通網にしなければな

らない。中心部を走る鉄道を木の幹と例えると、バス路線は公

共交通での枝の役割となる。「のるーと松本」は、その枝の先

に広がる葉っぱに当たる交通手段であると理解した。また、国

からの支援の受け方も参考にしていきたい。 

 

【星野委員】 

キャッシュレス決済導入の背景としては、利用者の使いやす

さと運転手の負担軽減です。しかし様々な要因で停滞。令和 3

年度「交通部」の新設により検討が加速した。キャッシュレス

決済では、様々な方式の可能性を検討し「Ticket QR」を導

入。導入のポイントとしては、①コストと効果。恒久的な方式

を特定せずスモールスタート②MaaS「Mobility as a 

Service」・DX との親和性。ポイントになったのは、バス利用

者のデータ分析が出来、導入後、分野を超えた政策展開に繋が

る。さらに利用者の満足度を上げるのに有効なため導入したと

説明を受けました。利用実績・課題では、利用は伸び悩んでい

たが、商業施設のサービス券を紙から Ticket QRに変えて利用

者が増加。課題としては、コストの上昇への対策「県補助創
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設」。IC カードやクレジットカードなど、日常利用している決

済ツールにより多くの路線で使える環境の構築について検討し

ていく。 

「のるーと松本」では、R5 から「ぐるっとまつもとバス」

を（公設民営化事業）を開始し、市内全域のバス事業をマネジ

メント、幹線、支線の整備と併せて課題解決のために AI を活

用したオンデマンドバスの実証運行を始めた。特に本事業で

は、全国初の国土交通省の「エリア一括協定事業」を活用。市

が 5年間にわたり負担金（交通サービス購入費）を支出。事業

の内訳としては、①重複路線の整理・分割（廃線路線では既存

路線のルート変更で対応）。②地域ニーズに応じた増便、系統

の新設③運賃のキャッシュレス化、情報発信の強化です。 

説明を聞いて、詳細な現状分析の結果をうまく反映している。

費用は国の補助制度の活用がされているなどとても参考になり

ました。この事業を取り組むときに重要と感じたのは、事業に

対しての職員配置「公共交通課・交通ネットワーク課」と多く

の職員が配置され取り組んでいる事です。柏崎市でもこの事業

を進める中で、松本市の取り組みはとても参考になりました。 
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委 員 会 視 察 報 告 書 

 

委 員 会 名 総務常任委員会 

 

視

察

地 

富山県氷見市 

調

査

項

目 

１ 鉄道路線の利便性向上・活性化 

２ NPO 交通空白地路線支援事業 

３ 地域公共交通全般について 

調

査

目

的 

持続可能な地域公共交通についての調査・研究 

日

時 
令和６（２０２４）年７月１日（月） 午後２時～３時３０分 

場

所 
氷見市役所（富山県氷見市鞍川１０６０番地） 

調

査

概

要 

□氷見市役所 

対応者：議会事務局 新井暢明さん 

◯歓迎の挨拶 氷見市議会議長 積良 岳 氏 

◯柏崎市議会の挨拶 佐藤正典委員長 

◯視察事項：鉄道路線の利便性向上・活性化、NPO 交通空白地路線支援

事業、地域公共交通全般について 

説明者：地域振興課長 九澤 君正 氏 

    地域振興課長補佐（公共交通担当）山崎 雅朗 氏 

    地域振興課長補佐（公共交通担当）元平 貴章 氏 

      ・氷見市の市政概要 

① 人口  ４２，５９０人（令和 6(2024)年 7月）  

② 世帯数 １７，３９０世帯                     

③ 面積  ２３０．５６K㎡ 

 

１.氷見市公共交通の取組について 

① 氷見市地域公共交通活性化協議会の協議事項 

・地域に応じた適切な乗り合い旅客運送の態様 

・自家用有償旅客運送の必要性、運送の対価 
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・地域公共交通計画の策定及び変更に関する事項 

・地域公共交通計画に掲げられた事業の実施及び連絡に関する事項 

・地域公共交通確保維持改善事業 

・協議会の運営方法とその他必要事項 

② 城端線、氷見線活性化推進協議会（JR氷見、城端線沿線４市で構成） 

１）利用促進、利便性向上、沿線地域活性化事業 

・調査啓発事業→沿線イベントの協賛 

・観光宣伝事業→「べるもんた」やラッピング列車の活用 

・連携計画、形成計画策定事業→JR城端線増便試行 

２）忍者ハットリくん列車（藤子不二雄Ⓐ先生の生まれ故郷） 

・運行時間は前日発表、氷見駅構内に掲示、氷見市観光協会のＸに発表 

・ハットリくんの音声案内 

③ IR氷見線応援委員会 

・JR氷見線沿線の関係団体で組織（事務局は氷見商工会議所） 

・目的は沿線住民のマイレール意識の高揚、利用率の向上 

・応援サポーターの募集（年会費 1000円） 

・各種利用促進イベントの実施 

④ 氷見駅周辺整備事業 

・氷見駅前を通る県道３０２号線改良工事にあわせて実施 

・駅前の機能性の向上（１．駅前ロータリーの利便性の向上、２．氷見の

漁村文化を取り入れたキャノピーの設置、３．明るく衛生的な公共トイレ、

駐輪場の整備） 

⑤ 幹線系統、生活路線バス 

・富山県生活路線バス協議会にて協議、計画策定 

・加越能バス㈱による路線運行（幹線系統６系統 市内～高岡駅、新高岡

駅等）、（国県協調補助＋沿線市補助） 

・各市で路線維持費、対策費特別補助金を交付し路線維持確保 

⑥ 地域内フィーダー系バス① 

・氷見市地域公共交通活性化協議会にて協議、計画策定 

・運行欠損額を国庫補助、県補助、市補助で補填 

・加越能バス㈱による路線運行（３路線４系統） 

・均一運賃（大人１００円、子供５０円） 

・使用車両に怪物くんのラッピング 

⑦ 地域内フィーダー系バス② 

・余川谷地域活性化協議会による区域運行（１路線１系統） 

・碁石線（会費１世帯千円、運賃月４千円から５千円）チョイソコひみ 

⑧ わくライナー 

・高岡和倉間高速バス路線維持対策協議会にて企画、維持 
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・新高岡～和倉温泉を結ぶ高速乗合バス（北陸新幹線の二次交通として能

登半島の東側に高速広域交通の確保、運行は加越能バス㈱） 

⑨ NPOバス運営推進事業 

・氷見市 NPO公共交通空白地バス路線支援事業費補助金による運行支援 

・特定財源として富山県 NPO公共交通空白地バス路線支援事業費補助金活

用、車両等購入費補助金は辺地債等の特定財源の活用 

⑩ NPOバス運営推進事業 

・氷見市 NPOバス事業者連絡協議会（平成２８年に組織、３法人で NPOの

相互に情報共有し、構成員は市地域振興課長が会長で、３法人代表３名） 

 

２.氷見市の公共交通が抱える課題と取組 

① 氷見市の公共交通の課題 

・更なる高齢化への対応（富山県内でも高い高齢化率、高齢者も自家用車

が当たり前の時代） 

・公共交通環境の悪化の中での維持確保（人口減少、住民のマイカー依存、

担い手不足） 

・公共交通空白地への対応（市内集落の点在、将来的な移動困難へのリス

ク） 

② 今後の取組 

・地域交流を誘発する地域交通システムプラットフォーム 

→地域内・地域間の住民の交流を支える、移動交通システムとして、地域、

交通事業者、行政の役割分担のもと、様々なシステムを君合わせた地域交

通体系を構築する。多様な主体の連携型システムを２０２５年問題が惹起

されるまでの間に整備する。 

１） 交通困難区域（福祉需要地域） 

（目的）・地域内移動、幹線交通への移動システム 

（運営主体）・地域経営共同体、民間事業者 

（システム）・デマンド型交通として、運行方式、運行ダイヤ発着地の自

由度の高い組み合わせによる運行、福祉輸送システムは地域活動団体が有

償で運行する、福祉タクシー、スクールバスの利活用など。 

２）山間部交通地域 

（目的）・山間部と市街地を結ぶ移動システム 

（運営主体）・地域づくり協議会 

（システム）・自家用有償旅客運送に基づくバス、交通空白地の地域関係

者の合意の運行、地域小中学校配置を踏まえスクールバスの利活用の検

討。 

３）交流・交通結節拠点 

（目的）・山間部と市街地の移動システムの乗り換え、交流結節拠点。 
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（運営主体） 

（システム）・山間部、市街地のフィーダー交通システム、幹線交通シス

テムの乗り換え、都市間高速バスの発着等、交通結節拠点、来訪者同士の

交流を促進する都市機能を兼ね備えた拠点（多機能・複合化を原則とす

る）。 

４）幹線交通地域（国道１６０，４１５号） 

（目的）・バス事業者が高密度の輸送サービスを実施 

（運営主体）・民間バス事業者（行政支援） 

（システム）・国道１６０，４１５号等を中心に山間部―市街地―高岡市

街地―高岡市内をつなぐ幹線交通バス 

５）市街地・フィーダー交通地域 

（目的）・市街地のサービス施設等にアクセスする地域循環バス 

（運営主体）・民間バス事業者と行政との連携 

（システム）・市街地の交通空白地域を中心に主に高齢者や障がい者、妊

婦などの外出支援、市民が利用しやすい市街地の主要な都心機能をネット

ワークする路線への再検討 

視

察

の

様

子 
  

一氷見市役所委員会室にて一 一氷見市役所委員会室にて一 

質

疑

応

答 

質問 城端・氷見線活性化推進協議会の設立経緯、取組、役割、議論は。 

回答 昭和６２年当時は活性化や利便性の向上から維持管理へと変わ

ってきた。主な取り組みはクーポン発券を共同開催し、独自ではラッ

ピング列車、「でるもんた」、植物園などのイベントが主である。議論

としては城端・氷見線の活性化、利便性の向上のための調査など、特

に維持管理。 

 

質問 氷見市 NPO 交通空白地路線支援事業の経緯、予算規模、取組、

NPO の運転手育成確保は。 
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回答 民間バス路線の撤退のため、市営バスとして３コース６路線を持続

可能化していき、市の負担は運行経費の６割で２７００万円、NPO 化

して行く。運転手の確保は地域でどうしていくか共有していく。 

 

質問 地域公共交通全般の高齢者運転免許自主返納支援事業は。 

回答 平成２５年から開始し、１８９１人が利用し、内容はバス、タク

シー、NPO バスの利用券２万円で期間３年間や運転経歴書発行手数

料を無料にして支援している。 

 

質問 公共交通機関における意思疎通支援は。 

回答 市としてはノンステップバスくらいで特に支援していない。 

 

質問 市の交通施策手法、職員配置、市議会での議論状況、市民からの公

共交通に関する意見、提言状況と対応は。 

回答 交通施策の方向性の手法、職員配置と市議会の議論状況について

は答えられない、市民からの意見、提言については公共交通計画作成

時にアンケートを実施し、意見を頂いて回答している。 

 

質問 市の NPO バスについて国の交付金や、地域からのサポーター会費

については。 

回答 国の補助に関しては運行経費の６割補助で支援、市のコミュニテ

イバスにも補助している、地域からの会費や事業収入の中で事業者に

やってもらっている。 

 

質問 市の NPO バスの運行時間や利用者のメインは小中学生か、また、

二種免許取得に支援については。 

回答 メインは高齢者であり、学生も利用しているし、事業者にスクー

ルバスも委託している、二種免許取得は事業者負担で地域や事業者で

免許取得の講習会を行っている。 

 

質問 氷見市の公共交通規制緩和については。 

回答 カーシェアなどなんとかして公共交通を維持していきたい、協議

会でもどうやって維持していくか検討している。 

 

質問 NPO バスの規模観、従事者の年代は。 

回答 事務局は２名で、理事長以下７０歳代後半であり８０歳代もい

る、運転手は地域で確保している。 
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質問 JR 氷見・城端線沿線運営協議会の運営と効果は。 

回答 氷見駅に来られる観光客が利用している終着駅というより、到着

して飲食店に回ってもらうなど効果を期待している。 

 

委

員

会

所

感 

【佐藤正典委員長】 

氷見市は恵まれた観光資源により、富山湾の食文化、伝統芸能に秀でた

まちである。一方、近年は人口減少により、ピーク時７万人が４万２千人

まで減少しており、公共交通における規模感や課題は類似していると感じ

た。 

 鉄道路線の利便性向上・活性化については、“終着駅”の特性を活かし

ながら、路線の利便性を維持しつつ、クーポン発行、路線イベント、ラッ

ピング列車など、観光宣伝に力を入れていることがわかった。観光に注力

する当柏崎市としても、夏休みイベントやお得なクーポン発行など、鉄道

に目を向けてもらうための企画の必要性を感じた。 

 氷見市ＮＰＯ交通空白地路線支援事業は、民間バス路線の撤退、その後

の市営バス廃止（コストが高く不採算）がきっかけとなり、住民自らが立

ち上げた取組である。公共交通の空白を埋めるための取組として成果をあ

げていることは高く評価できるものである。反面、市がＮＰＯ法人に支出

している高額な補助金（２７００万円～３０００万円）、理事長・事務局

長などの役員高齢化（次世代への継承）、運転手の育成・確保など、課題

が顕著になっていることも理解できた。 

 氷見市の現状を参考にしながら、柏崎市としても、今後、点在する集落

及び公共交通空白地への対応について、予算規模を拡充して取り組むべき

かどうか、費用対効果なども含めて、適正かつ慎重な判断につなげていき

たい。 

 

【近藤副委員長】 

氷見市では、鉄道活性化におけるマイレール意識の向上や、交通空白地

域におけるＮＰＯバスの運行など、市民力を活用した交通政策を進めてい

る。また、忍者ハットリくん列車や怪物くんバスなど、藤子不二雄Ⓐ先生

の生誕地であることを最大限生かして、観光と連動した利用促進を図って

いる。ＮＰＯバスは小型車両であり、経費削減や運転手確保には有効だと

思う。公的支援はあるにせよ、住民自ら担い手となっていることは素晴ら

しい。ただし、運行を担うＮＰＯ法人では高齢化が進み、次の世代の担い

手確保をどうするかが課題である。 

地域公共交通の維持には、住民自らが「地域の生活の足を守る」意識を

持って協力することが必要であり、柏崎市においても、マイレール・マイ

バス意識を醸成する施策展開が望ましいと感じた。 
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【山本委員】 

鉄道路線の利便性向上・活性化については、氷見市だけでなく沿線４市

（氷見市、高岡市、七尾市、羽咋市）共同で取組を行っており、氷見市の

取組としては漫画家の藤子不二雄Ⓐ氏の生まれ故郷でもあり、ラッピング

列車など利用促進や誘客などを図っていた。NPO交通空白地路線支援事業

については国や県の補助金を活用して NPO バス事業者に支援して運営を

おこなっている。地域公共交通全般については高齢化、人口減少、運転手

の担い手不足など柏崎市と同じ課題を抱えており、如何にして公共交通を

維持管理していくか、今後、様々なシステムを組み合わせて取組んでいく

との説明があり、大変参考になった。 

 

【持田委員】 

氷見市の人口減少は顕著と思われる。北陸新幹線が整備されるなか、新

高岡駅の誕生とともに、ますます交通弱者が増える構造的な環境がつくら

れるように感じた。このような中にあって、交通政策に努力されている。

率直に言って、課題解決には交通政策に、公共の役割を取り戻すことにあ

る。地域住民の合意、交通の拠点づくりなど、必要に応じた交通の規制緩

和、国の交付金増が求められる。 

 

【佐藤和典委員】 

氷見市は、北・西・南を山地に、東を海に囲まれており柏崎市と同じよ

うな地域であるものの、面積が半分であることや 7 本の河川による川沿い

（谷筋）に集落が形成されているという違いがある。ノスタルジックな終

着駅を抱えるが、その先にある北陸新幹線の新高岡駅は全国との玄関口に

なっている。周辺には「富山きときと空港」や国際拠点港湾である「伏木

富山港」が位置している。市内には「JR 氷見線」「路線バス」「タクシー」

そして「NPO バス」を三法人が運行している。羨ましいばかりだが、今

後の課題として挙げられているのが、「住民の過度にマイカーに依存した

生活スタイルからの脱却」や「NPO バスの運転手不足」である。どこの

自治体も悩みは同じであるが、都市間競争には勝っていかなくては柏崎市

の未来は無い。 

 

【星野委員】 

氷見市での視察では、鉄道路線の利便性向上・活性化。NPO 交通空白

地路線支援事業。地域公共交通全般について説明を受け質疑をしてきまし

た。鉄道路線の取り組みでは、城端・氷見線活性化推進協議会によって、

利用促進・利便性向上・地域活性化事業等多くの取り組みを行っています。
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主な取り組みとして「べるもんた」でのおもてなし。ラッピング列車活用

（忍者ハットリくん列車）により利用促進につなげています。その他でも、

JR 氷見線応援委員会で、応援サポーター募集やイベント等で活動資金集

めや利用促進に取り組んでいます。他にも利便性向上策として駅周辺整備

に取り組んでいます。多くの取り組みにより鉄道の維持に努めていること

を確認しました。 

生活路線バスの取り組みでは、「富山県生活路線バス協議会」「高岡地区

バス路線維持対策協議会」で計画策定や連絡調整・費用確保に努めている。

その他でも地域内フィーダー系統バス「チョイソコひみ」（会費 1000 円/

世帯・運賃 4000～5000 円/月・1000 円/回）『ドア to ドア』で取り組んで

いる。NPO バス運行事業は、発足から 11 年経過し法人が 3 法人出来た。  

今後は 3 法人が情報共有できる仕組みの構築が必要と説明されていま

した。現時点での課題が高齢化率の対応。人口減少。公共交通空白地への

対応が更に求められていく。これは、柏崎市でも同様で今回他にも多く説

明を受けた取り組みを参考に柏崎市で提言していきたいと考えています。 
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委 員 会 視 察 報 告 書 

 

委 員 会 名 総務常任委員会 

 

視 察 地 富山県射水市 

調 査 項 目 

１ 鉄道路線の利便性向上・活性化について 

２ ＡＩ新交通「のるーと射水」について 

３ 地域公共交通全般について 

調 査 目 的 持続可能な地域公共交通についての調査・研究 

日 時 令和６（２０２４）年７月２日（火）午前１０時３０～１１時 

場 所 射水市役所（富山県射水市新開発４１０番地１） 

調 査 概 要 

◆射水市の概要 

・富山県のほぼ中央、109.44ｋ㎡ 

・人口 90,512 人、37,235 世帯（2024年 5月末） 

 

◆射水市の地域公共交通 

・鉄道（あいのかぜとやま鉄道、万葉線） 

・路線バス（富山地方鉄道、加越能バス） 

・コミュニティバス（基幹路線、きめ細やかな路線） 

・ＡＩ交通のるーと射水（コミュニティバスを転換） 

・べいぐるん（ベイエリアの新交通、低速移動、観光向け） 

・地域あいのり移動支援実証運行 

・県営渡船（越ノ潟フェリー） 

 

１ 鉄道路線の利便性向上・活性化について 

（１）万葉線対策協議会について 

【設立の経緯】 

・モータリーゼーションの進展により公共交通離れの風潮が高

まっている中で万葉線を維持確保し、沿線住民の生活の安定を

図ることを目的に、昭和 55年 8月 8日に設立した。 

・組織は高岡市長（会長）、射水市市長（副会長）、両市議長、

両市議会の所管委員会委員長、両市の商工会議所会頭、高岡市

連合自治会長、射水市地域振興連合会推薦者、両市女性団体、

万葉線（株）社長により構成されている。 
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【主な取組と射水市の役割】 

・利便性向上・活性化の取組として、射水市、高岡市のイベン

ト（高岡御車山祭、富山新港花火大会、高岡七夕まつりなど）

とタイアップとして片道運賃助成を行っている。 

・利用促進として、年 4回の万葉線だよりの発行、万葉線利用

促進グッズ・ノベルティ製作、万葉線を愛する会主催のイベン

ト「万葉線まつり」への協賛等がある。 

 

【議論の特長】 

・沿線自治会や学校長が万葉線対策協議会の幹事になっている

ため、職業体験「14歳の挑戦」や団体利用等、子どもに視点を

おいた取組みへの意見も多くある。 

・万葉線の利用者増加策や近隣イベントとのタイアップ案が出

ることもあり、一昨年は万葉線が開業２０周年の節目を迎えた

ことから、記念事業を実施した。今年度は映画とのコラボ企画

も予定している。 

 

（２）万葉線を愛する会の取組及び射水市の役割 

・万葉線対策協議会の活動を支援し、万葉線の利用促進と発展

に資する事業を実施するため、平成 5年 10月 21日に設立。 

・個人会員一口 1,000 円／年で 770 円、法人会員一口 10,000

円／年で 5,500円の回数券をそれぞれ付与している。 

・射水市・高岡市の協力店では万葉線を愛する会の会員証の提

示で各種サービスを受けられる。 

・親子参加型イベント「万葉線まつり」を開催し、万葉線への

愛着や利用促進・活性化に努めている。 

・射水市の主な役割は会計であり、各事業にかかる支払いや役

員への書類郵送などの事務を担う。 

 

（３）パークアンドライド駐車場の効果と課題 

・あいの風とやま鉄道小杉駅で 11 台、越中大門駅で 5 台設置

している。利用要件は目的地までの線路で、原則、片道 100㎞

を超える長距離往復切符を購入していること。 

・効果→環境負荷の軽減、駅利用者の利便性向上、並行在来線

（あいの風とやま鉄道）の利用促進など 

・課題→越中大門駅パークアンドライド駐車場が小杉駅と比べ

利用者が少なく、利用者増加のための取組が必要である。 
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２ ＡＩ新交通「のるーと射水」について 

（１）導入の経緯及び利用状況 

・市内全域でコミュニティバス（市営）を運行してきたが、乗

りたい時間に便がない等、満足度が不十分であり、日中や土日

など空車が目立つ時間帯があるなど、課題が多かった。 

・燃料価格高騰による運行経費の上昇、少子高齢化に伴う労働

力の減少、2024年問題等による運転手不足が深刻化し、安定的

なコミュニティバスの維持が困難になることが予想される。 

・上記の課題に対応し、ＡＩを活用して効率的な予約・配車を

実現し、乗りたい時にスマートフォンアプリ等でバスを呼べる

新しい乗合型公共交通としてＡＩオンデマンドバス「のるーと

射水」を検討。実証運行期間を経て、令和 6年度から本格運行

を開始した。 

・運営：射水市生活安全課 

・運行事業者 

①エムアールテクノサービス（株）‐4台 

②海王交通（株）‐1台 

③（株）三島野観光‐1台 

 

【実証運行の概要】 

実証運行期間 令和 5年 10月 2日（月）～12月 24日 

運行時間 9：00～18：00 

運賃 一般：200円／回、300円／日 

＊小学生、障がい者（児）は半額 

＊未就学児、障がい者（児）付き添い 1名、

コミバス等無料乗車券の持参者は無料 

運行エリア 射水市南東エリア（小杉駅南エリア） 

・10地域振興会が対象 

・既存のコミュニティバス停留所 96か所を

利用 

・のるーと専用アプリ、市公式 LINE、電話

で予約 

利用状況 登録ユーザー984人（毎週平均 60.3 人ペー

スで登録者が増加、利用者数 3,503 人 

利用者 469人中 346人（73.8％）が複数回

利用 

 



（様式２） 

【アンケート結果による比較】 

 コミュニティバス のるーと射水 

利用目的 通勤・通学、買い物が大

半を占める 

通勤・通学、買い物の他、

通院、日常の用事、友人

と会う等の利用が伸びて

いる 

満足度 とても満足 6.8% 

満足 47.3% 

不満 38.0% 

とても不満 7.8% 

とても満足 60.5％ 

満足 32.7％ 

不満 5.5% 

とても不満 1.4% 

＊のるーと射水は「乗りたい時間に乗れる」 

→コミュニティバスの不満な点を解消し、利用者の外出機会が

増加する結果となった。 

 

【本格運行】 

運行時間 平日   9：00～19：00 

土日祝日 9：00～18：00 

運賃 一般 200円／回、300円／日 

＊小学生、障がい者（児）は半額 

＊未就学児、障がい者（児）付き添い 1 名、コ

ミバス等無料乗車券の持参者は無料 

支払方法 現金、コミュニティバス回数券、PayPay 

車両数 5台（1台は予備） 

定員 定員 8～12名 

運行エリア 射水市南東（小杉駅南エリア） 

＊このエリアのコミュニティバスと置換 

利用者数 1,095人 （R6.3.25～3.31現在） 

・予約・利用者数ともに増加傾向 

＊今後は北東エリアでも「のるーと射水」の実証運行を行い、

コミュニティバスとの置換を進める。 

 

（２）予算規模（令和 6 年度当初予算ベース） 

・本格運行 5,995万 9千円（南東エリア）：一般財源 

・実証運行 4,632万 5千円（北東エリア） 

このうち 

国：共創Maasモデル実証プロジェクト補助金 3,083 万 3千円 

県：新モビュリティサービス等推進事業費補助金 500万円 
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（３）事業の効果および他の交通機関への影響 

・南東エリアの実証運行では、利用者の 9割方から満足との回

答が得られ、コミュニティバスからの置換によって、運転手 1

名相当減員できた。 

・他への影響として、タクシー事業者からは、病院への利用が

2 割程度減収となったが、現在のところ影響はないと回答をい

ただく。 

 

（４）料金設定の理由と採算性 

・市内全域で運行するコミュニティバスと「のるーと射水」を

置換するため、運賃が異なると利用者に混乱が生じると考え、

一定期間はコミュニティバスと同額の運賃とした。 

・人件費や燃料価格の高騰及び採算性、一部地域でのデマンド

タクシー利用料も鑑み、どこかのタイミングでの料金改定も必

要と考える。 

 

３ 地域公共交通全般について 

（１）運転手の確保 

・自動車運転業務等における運転手当の労働環境見直し（いわ

ゆる 2024 年問題）や運転手の高齢化、なり手不足により、射

水市においてもコミュニティバス路線の一部を運休している。 

【運転手確保に向けた取組】 

・コミュニティバス等の車内に運転手募集案内を掲示 

・市職員ＯＢ、自衛隊等への情報提供 

・市ＨＰや「のるーと」専用ページでの周知 など 

 

（２）ライドシェアなど新たな交通手段への対応 

・国においては「ライドシェア」についての議論が進められ、

都市部や地方の一部でも既に運行開始しているが、課題も多い。 

・射水市においても、時間帯（夜間）によってはタクシーの台

数が少なく、利用しにくい状況となっている。 

【今後の対応】 

・交通事業者との意見交換、情報共有 

・日本版ライドシェアの必要性の見極め 

 

（３）公共交通機関の意思疎通・連携 

・令和 5年度、市内のコミュニティバス運行事業者（3社）、タ

クシー事業者（3 社）などによる「射水市持続可能な公共交通
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体系の構築に向けた研究会」を発足した。 

・「のるーと」の導入やコミュニティバスのルート見直し等、公

共交通施について調整、意見・情報交換を行っている。 

 

（４）高齢者運転免許証自主返納支援事業について 

・高齢者が被害者・加害者となる交通事故の減少、免許返納後

も安心して生活できるよう平成 23 年から支援事業を行ってき

た。 

・近年は支援内容を拡充し、個人の都合にあわせて公共交通を

選択できるよう利便性向上を図っている。 

・免許返納支援事業の申請は、令和元年度の 352件をピークに

減少傾向にある。令和 5 年度の申請は 217 件、そのうち 75 歳

以上の割合は 77.4％であった。 

・支援内容は以下から１つ選択できる。 

①コミュニティバス等無料乗車証（5年間有効） 

②万葉線回数券 2万円分相当 

③加越能バス回数券 2万円相当 

④富山地方鉄道 ICカード 2万円相当 

・最多は①であり 83.87％が選択している。 

 

（５）射水市の交通関係政策の方向性決定のための手法と職員

配置 

・上層部に対しては、予算編成時での説明や町内における政策

会議、サマーレビューなどの機会を捉え、今後の交通施策等の

方向性及び意思決定を行っている。 

・射水市生活安全課の中に交通政策班を設置し、交通施策に特

化した企画立案等を行っている。 

 

（６）射水市議会における公共交通に対する議論の状況 

・市議会での代表質問や一般質問、常任委員会等での議論の他、

必要に応じて議員懇談会の場で意見交換などを行っている。 

・議員個別での対応など適宜説明を行っている。 

 

（７）市民からの公共交通に関する意見や提言の状況と対応 

・市へのメールや市長への手紙、生活安全課に直接電話がある

等、意見をいただいている。内容は、バス停の増設や路線の見

直し等、様々なものがある。 
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視察の様子 

（担当課より説明）      （射水市役所ロビーにて） 

 

 

質 疑 応 答 

質問 交通政策全体の予算と財源は。 

回答 べいぐるん、ベイカートはデジタル田園都市国家構想

交付金を使っている。カーシェアリングは民間資本であり市は

予算計上せず、市有地の貸与や場所の交渉等に協力している。

コミュニティバスの予算は一般財源。交通政策全体で約３億円

予算計上している。 

 

質問 のるーと射水の運行会社３社の詳細及びそれ以外の交

通事業者の有無は。 

回答 ３社ともバス事業者（コミュニティバス、観光バス）

だが、海王交通（株）のみタクシー事業も行う。他に２社タク

シー会社があり、このうち１社は北東エリアでの実証運行に参

入していただくよう調整している。残りの１社は運行エリアが

異なるものの、将来的には参入していただきたい。 

   

質問 運転手不足への支援の在り方について。 

回答 交通事業者に対する金銭的な支援はしていない。ヒア

リングの結果、お金ではなく、休日や業務時間など働き方の問

題であり、どの交通事業者も悩んでいる。 

 

質問 公として交通機関を守ることへの見解は。 

回答 元々はきめ細やかなコミュニティバスを入れた経緯

があり、そこから高齢化が進んでいる中で、地域の交通手段を

残すためにはどうすればいいのか、という考えがある。 

平野の真ん中に住居が点在する集落での暮らしを守るための先

人からの取組を引き継いでいる。 

 

質問 料金設定と事業者の採算性について。 

回答 競合によりお客を奪われるとの意見もあれば、短距離

移動が減って長距離移動のお客ばかりになり、効率が上がった

という声もある。料金設定について、まだ正解は見えていない。 
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質問 のるーとの運行エリア拡大に対する地域の要望及び検

討状況について。 

回答 導入前の地域では使い方の説明をしている段階であ

り、要望はまだ出ていない。本格運行を開始した南東エリアで

は、バス停を増やしてほしいという要望が少しあるものの、元々

住宅が密集し、乗降ポイントはすでに多数設定されている。 

ただし、これから実証運行を行う北東エリアは、集落が点在

している農村部なので、南東エリアとは異なる要望が出てくる

ものと思われる。事業者とはエリア拡大に向けて定例的に打ち

合わせを実施しているが、立地状況や距離、コミュニティバス

の乗客数をシミュレーションする中で、どれくらいの台数が必

要か検討し、実際に運行して過不足を調整する準備をしている。 

 

質問 のるーと射水の料金を上げるとすればどの程度になる

か。 

回答 まだ庁内で議論していないが、南西エリアで運行して

いるデマンドタクシーが 300円／回、500円／日なので、ひと

つの目安になると考える。値上げはいつが良いのか、のるーと

射水が市内全域に広がった時など色々なタイミングを想定し、

検討していかなければならない。 

 

質問 交通政策班の詳細は。 

回答 今年度に行う射水市地域公共交通計画の見直しにあ

たり、令和５年度から設置した。交通政策の課題に対応する職

員は兼務も含めて 5.5人、班の設置前と人数は変わっていない。 

 

質問 のるーと射水の運行範囲拡大とエリアについて。 

回答 ４つのエリアは鉄道路線を跨がないよう区分されて

いる。ひとつのエリアでの運行範囲を広げるのではなく、従来

のコミュニティバスの枠組みはそのままで、エリアごとにのる

ーと射水に置換し、コミュニティバスの基幹的な路線との結節

により利便性を維持する。 

 

質問 コミュニティバスの運行事業者がのるーと射水に移行

しているのか。 

回答 ベースはそうだが、運行エリア拡大にあたりタクシー

会社の参入を目指す。デマンドタクシーの運行エリアにのるー
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と射水を導入する際は、デマンドタクシー運行事業者にも参入

していただきたい。 

 

質問 のるーと射水の運行車両について。 

回答 ６台中５台を稼働させている。曜日や時間帯によって

乗客数に差があり、休憩時間で調整している。土日祝日は当初

は４台だったが、現在は３台でまわしている。 

 

質問 運行エリア間の結節点は。 

回答 市内二つの駅、病院などポイントとなる施設を結節点

として考えている。コミュニティバス基幹路線と二つの駅を結

節点として、移動しやすくなるよう検討している。 

 

質問 年間のランニングコスト（柏崎市「あいくる」には約４

千万円）に充てる国や県の補助金として、柏崎市では年内に地

域公共交通利便増進計画策定し、国交省のフィーダー補助金

（地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金＝1/2 補助率）

の採択を目指すが、射水市ではどうか。 

回答 今年度に策定する射水市地域公共交通計画の中で、フ

ィーダー補助金を採れるようにしたい。 

 

質問 運行事業者への補償単価（委託単価）は。 

回答 デマンドタクシーは１運行に対する契約単価を決め

ているが、のるーと射水はコミュニティバスと同様に年間単位

で契約している。朝はコミュニティバス、日中はのるーと射水

を運行する事業者もあり、契約単価はそれぞれ異なる。 

 

委員会所感 

【佐藤正典委員長】 

射水市は人口９万人弱の富山県第３位の都市で中枢中核都市

に指定されている。人口規模はかつての当柏崎市に類似してい

るが、行政面積は 109.44 ㎢であり、柏崎市の約１／４とコンパ

クトなまちである。 

 鉄道（あいの風とやま鉄道、路面電車万葉線）、路線バス（富

山地方鉄道、加越能バス）、射水市コミュニティバス（きときと

バス）、デマンドタクシー、ＡＩオンデマンドバス（のるーと射

水）など、公共交通は多種であり、「コンパクトなまち＝効率性

が高い」という特徴面からも、射水市の公共交通政策は相当充

実していると感じた。市組織における交通施策に特化した「交
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通政策班」の設置もその一つである。 

 鉄道路線については、万葉線（射水市と高岡市を結ぶ路面電

車）の活性化に注力していると感じた。路面電車は市民により

身近であり、愛される交通機関であり続けることが維持確保と

利用促進につながると考えるが、多くの団体を組み入れた協議

会組織や様々なイベント・活性化の取組、広域都市間との連携

などは、柏崎市にとっても参考になると思った。 

 ＡＩオンデマンドバス「のるーと射水」は３か月間の実証運

行を経て、本年３月２５日から本格運行を始めたばかりである。

「乗りたい時に乗りたい場所に呼べる乗合型公共交通」という

コンセプトは柏崎市と同様である。コミュニティバスからの置

換もあり、利用者数は好調との説明を受けたが、導入後の状況

や分析課題は参考となった。 

のるーと射水の運行時間は平日 9：00～19：00、土日祝日 9：

00～18：00と幅広くカバーし、料金は１回２００円、１日乗車

券３００円と格安である。柏崎市「あいくる」の今後の可能性

も含め、大変興味深い視察となった。 

 

【近藤副委員長】 

射水市は、多様な地域公共交通を有し、それぞれを維持する

ために努力を重ねている。市民の主たる生活の足は市内全域を

運行するコミュニティバスであるが、利便性向上のためにＡＩ

予約・配車システムによるオンデマンドバスのるーと射水を導

入している。 

のるーと射水はコミュニティバスの運行エリアを崩さず、実

証運行を経てコミュニティバスと「置換」しているのが特徴的

だと思う。また、のるーと射水の導入によって、いわゆる交通

弱者の外出促進効果もあり、障がい者（児）の付き添い１名は

無料とするなど、福祉面での配慮も高いと感じた。料金設定を

コミュニティバスと同等にしている点にも驚いたが、全てのエ

リアがのるーと射水に置換された段階で、見直しは必要になる

と思われる。 

ＡＩ新交通を持続可能なものとするためのランニングコスト

や、結節点での乗り継ぎを円滑に行う仕組みづくり等、柏崎市

のあいくるや地域内交通の次の展開とも共通する課題があり、

非常に参考になった。 
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【山本委員】 

鉄道路線の利便性の向上・活性化についてはイベントの助成

や協賛などをおこなっており、特に「１４歳の挑戦」、親子参加

型のイベント、映画とのコラボなどに取組んでいる。ＡＩ新交

通「のるーと射水」については令和５年１０月から実証運行を

行い、予算規模としては国、県の補助金を活用し約６千万円で

令和６年度から本格運行を開始したとの事。地域公共交通全般

については運転手の確保に向けた取組を行っており、市職員Ｏ

Ｂや自衛隊等への案内や市ＨＰでの周知、その他の取組として

高齢者運転免許証自主返納支援事業についても個人の都合に合

わせて選べる支援を行っている。交通政策全体として国の交付

金などを活用して約３億円を予算計上しており、大変参考にな

った。 

 

【持田委員】 

質問項目に沿って、文章による回答があり感謝する。 

回答文からみえることは、深めた議論があり、工夫があるこ

と。 

地域交通政策の進展に議会の果たす役割が重要であることは

言うまでもない。回答にもあったが、議員懇談会の場が設けら

れ、意見交換が行われていることは学ぶべき内容と思う。 

 

【佐藤和典委員】 

射水市の地形は柏崎市と違い平地が殆どであり、コミュニテ

ィバスと路線バスの連携が図られている。「のるーと射水」は、

昨年の実証運行結果が好評であり、令和 6年 3月から射水市南

東エリアで本格運行を開始した。柏崎市と違う点は、運賃が柏

崎市の半額である。導入された経緯が違うものの、金額設定は

利用者の利便性や運営費の増減につながるため設定根拠が必要

である。鉄道では「あいの風とやま鉄道」と第 3セクターの「万

葉線」がある。「万葉線」は、高岡市と射水市を結ぶ路線であり、

利用促進を図るため「万葉線を愛する会」を立ち上げ、会員対

象のイベントを開催するなど利用者拡大に成果を上げている。

高齢者の運転免許証返納支援として、コミュニティバス無料乗

車券を発行しており、返納者に対ししっかりと対応がされてい

る。 
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【星野委員】 

鉄道路線の利便性向上・生活化について説明を受けました。

なかでも、万葉線対策協議会の設立の経緯。主な取り組みと射

水市の役割・どのような議論の内容について説明を受け理解し

ました。主に公共交通離れ対策。更なる利便性向上として射水

市・高岡市のイベントとのタイアップ。利用促進グッズ・ノベ

ルティグッズを作成し万葉線を愛する会主催イベント「万葉線

まつり」へ協賛し活性化につなげています。 

また民間の取り組みとして「万葉線を愛する会」会の取り組

みは、利用促進と発展に資する事業を実施するため、平成 5年

10 月に設立され、取り組みとして個人会員一口 1000 円/年で

770円分の回数券。法人会員は、一口 10000円/年で 5500円分

の回数券を付与して利用促進と支援している。加えて射水市・

高岡市の店舗の協力で各種サービスによる促進と支援をバック

アップしています。市民・民間企業・行政がこのような取り組

みで活性化事業に取り組んでいました。柏崎市でも形を変え取

り組んでいけると良いと思います。 

ＡＩ新交通「のるーと射水市」は、柏崎市の状況と同様でバ

スを運行していたが乗車率が悪く持ち出しだけが増加し安定的

なコミュニティバスの運行維持が困難となり新交通に取り組ん

だ。乗りたいときに乗れる新しい形の乗り合い型の公共交通サ

ービスとして導入された。利用開始後の意見は 9割が満足して

いる。タクシー等への影響も無いと回答されています。料金は

柏崎市より安いですが社会情勢を鑑み今後値上げを考えてい

る。このような取り組みにより高齢者の運転免許証の自主返納

申請も増加になっているとのことです。返納後の支援策は、①

コミュニティバス等無料乗車証（5 年間有効）②万葉線回数券

2 万円分相当③加越能バス回数券 2 万円分相当④富山地方鉄道

ICカード 2万円分相当。の中から 1つ選べます。利用状況はコ

ミュニティバス利用者が多く約 84％です。このように射水市で

は、様々な取り組みにより公共交通利用促進の取り組みがされ

ていました。参考にして柏崎市の公共交通の利用促進につなが

るように取り組んでいきたいと思います。 
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委 員 会 視 察 報 告 書 

 

委 員 会 名 総務常任委員会 

 

視 察 地 富山県小矢部市 

調 査 項 目 

１ 小矢部市地域公共交通計画について 

２ ＡＩオンデマンド交通「チョイソコおやべ」について 

３ 市営バス（メルバス）について 

４ 鉄道及び駅活性化の取組について 

５ 地域公共交通全般について 

調 査 目 的 持続可能な地域公共交通についての調査・研究 

日 時 令和６（２０２４）年７月２日（火）午後２時３０分～４時 

場 所 小矢部市役所（富山県小矢部市本町１番１号） 

調 査 概 要 

◆応対者 

・小矢部市議会議長 山室 秀隆（歓迎挨拶） 

・議会事務局 局長 今井 保晴 氏 

       同 議事調査課 課長 中井 真夕 氏 

       同 議事調査課 主任 水口 諒馬 氏 

※柏崎市議会（挨拶）委員長 佐藤 正典 

 

◆小矢部市 説明者 

・民生部 生活環境課 課長 能登 啓之 氏 

 （市営メルバス、ＡＩチョイソコおやべ） 

・企画政策部 企画政策課 課長 井淵 光紀 氏 

 （あいの風とやま鉄道） 

・産業建設部 都市建設課 主任 上原 雅司 氏 

 （バス停建設担当） 

 

◆小矢部市の概要 

・富山県の西端に位置、石川県と隣接している。 

・面積 134.07ｋ㎡ 

・人口 27,531 人（令和 6(2024)年 5 月 1 日 推計人口） 

 

◆小矢部市の地域公共交通 

・鉄道（あいの風とやま鉄道） 
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・民間路線バス（加越能バス） 

・市営バス路線（通称：メルバス、５路線） 

・乗合タクシー（デマンド式、生活５路線） 

・民間乗用タクシー（石動タクシー、高岡交通、津沢タクシー） 

・ＡＩオンデマンド交通「チョイソコおやべ」 

 

１ 小矢部市地域公共交通計画について 

（１）計画の期間 

・令和６年度～令和１０年度の５カ年 

（２）計画の目的 

・地域特性や地域公共交通の現状と課題を踏まえ、目指す将来

都市像の実現に向けた地域公共交通の再編。市民の生活と移動

を支援し、持続可能な地域公共交通を実現する。 

（３）重点的な取組 

・市営バスの再編（ＡＩオンデマンド交通の本格導入） 

・通勤通学の利便性向上に向けた検討 

・事業者等との連携促進（メルバススポンサーの拡大） 

・分かりやすい総合時刻表、利用ガイドの作成 

・通学割引などによる利用促進 

（４）計画の推進体制 

・施策の具体化に向け、国や県による支援等を受けながら、市、

交通事業者、市民、企業等が積極的に投資、参画することで、

地域の移動手段を地域で「考え・作り・育て・活かす」取組を

一体となって推進する。 

（５）再編の中心となる市営バス事業の主な課題 

・各路線の便数を一定程度確保しているものの、休日や平日の

昼間などは「空気を運んでいる」状態が多く見られる。 

・路線によっては便数が少ない。 

・運行経費が年々増嵩している。 

・高齢者の目的で多い、北陸中央病院に行くために、路線によ

っては、駅などで乗り継ぐ必要が生じる。 

・停留所の増設を求める声が多い。（停留所まで遠い） 

 

２ ＡＩオンデマンド交通「チョイソコおやべ」について 

（１）導入における基本方針 

・市営バスの課題を整理し、改善を図る。 

・見直しの方向性は「区域運行型のオンデマンド交通」とする。 

・以下の５項目を目標とする。 
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① 交通弱者に配慮した地域公共交通 

② 地球環境にも配慮した地域公共交通 

③ スマートな地域公共交通 

④ お出かけ促進と地域経済を支える地域公共交通 

⑤ みんなで支える持続可能な地域公共交通 

（２）導入から本格運行に至る経過 

・令和５年４月から段階的に実証実験を行い、利用者数の状況

などを調査。また、同年１１月には利用者アンケートを実施し

ニーズや満足度などを調査した。 

・これらの結果を踏まえ、令和６年４月から本格運行を開始し

た。（１２月議会で説明、決定した） 

（３）運行内容 

・運行形態～区域運行 

・運行日～毎日（年末年始のみ運休） 

・運行系統～市内全域（予約に応じて運行） 

・運行時間～午前８時から午後５時 

・運行予約～電話予約及びスマートフォン等でのｲﾝﾀｰﾈｯﾄ予約 

・乗降場所～自宅前及び停留所３４２か所（4/10 現在） 

・料金～１乗車４００円 

※全日、全市民へ対応させた 

 

３ 市営バス（メルバス）について 

（１）メルバススポンサー制度 

・市民に親しまれ、地域で支える持続可能な交通サービスとす

ることを目的に、市内事業者等から協賛金をいただく制度。 

・スポンサーによる協力として、停留所の提供、停留所表示の

掲示又は設置、パンフレット・ポスターの配置又は掲示。 

・スポンサー数は、R5 が７２社（2,187 千円）、R6 が７２社

（3,972 千円）であり、協賛金額が増加している。 

（２）市営バス事業費と年間利用者数の推移 

・事業費については、R5 決算見込額と R6 予算額を比較する

と、国・県の支出金が減少した分、一般財源が 10,000 千円程、

増加している。 

・メルバスの利用者数は、平成２７年度の路線改正や増便、土

日祝日運行開始、平成２９年度の７５歳以上等の料金無料化な

どにより増加傾向にあったが、令和２年度からはコロナ禍の影

響により大幅に減少した。更に、令和５年度には、定時定路線

であるメルバスを大幅に減便し、乗合タクシーを運休して、Ａ
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Ｉオンデマンド交通チョイソコに段階的に移行したことで、更

に大きく減少した。市営バス（メルバス）から、ＡＩオンデマ

ンド交通（チョイソコ）に置き替わったと分析している。 

・定期路線バスから、小回りが利いて高齢者が使いやすいＡＩ

オンデマンド交通へと、方向転換していることが見て取れる。 

 

４ 鉄道及び駅活性化の取組について 

（１）市の所管課（窓口）について 

・鉄道（新幹線含む）は、企画政策課が担当し、市営バスとＡ

Ｉオンデマンド交通は生活環境課が担当している。 

（２）鉄道の運行概要 

・あいの風とやま鉄道の石動駅の一駅のみ。 

・平日１日の運行本数は、金沢方面が３１本、高岡・富山方面

が３２本となっている。 

（３）利用者数 

・令和元年までは、1,500 人／日前後の利用があったが、コロ

ナ禍の影響で約１割程度、減少した。 

・令和２年から３年にかけて、定期利用者数が増加したことに

より、コロナ禍前に近い利用者数まで回復してきている。 

（４）利用者の満足度 

・アンケート調査の結果では、満足、やや満足、普通を合わせ

ると約８割となり、大きな不満はない。一方で、利用者の 2/3 が

増便の要望を回答している。 

（５）利便性向上の取組 

・利用環境の充実と他の交通手段との連携強化（乗り継ぎ改善） 

・パーク＆ライド駐車場の利用促進 

・快適性向上のための車両導入 

・混雑緩和等に向けた輸送力強化 

 

５ 地域公共交通全般について 

（１）高齢者運転免許自主返納支援事業 

・申請件数が激減したため、令和３年度で補助を廃止とした。 

・現在はチョイソコおやべの回数利用券の発行を行い、利用促

進とともに、高齢者を中心とした買い物支援及び外出支援につ

なげている。 
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視察の様子 

（担当課より説明）    （小矢部市議会議場にて） 

質 疑 応 答 

質問 チョイソコおやべの予算、スポンサー効果、協賛金の使

途について。 

回答 メルバス、チョイソコおやべを合わせた事業費として

は、令和６年度予算で 67,519 千円。協賛金額はまだ目標に達し

ていないが努力している。協賛のメリットとしては、その分、

停留所ができるので、利用客の増加につながっている。企業側

としては、公共交通を下支えしていることについて、市民にア

ピールできる。ネッツトヨタ富山さんからは、チョイソコ通信

を発行送付いただいており、特典付きということもあり、高齢

者利用に結びついている。 

 

質問 事業者への支払い（予算）は。 

回答 メルバス、チョイソコの運行（タクシー協会）に対し

て 3,650万円、運行支援業務（ネッツトヨタ富山）に対して 1,600

万円。 

 

質問 高齢者、医療関係に力を入れているが、買い物難民への

対応はどうか。 

回答 医師会に対して事前に相談、協力、協賛をいただいた。

スーパーマーケットやドラックストアにも、市担当者が個別に

回り協力要請をした。結果として、当初の停留所増設の要望に

賛同いただき、全て停留所を設置できた。 

 

質問 小矢部市地域公共交通計画の推進体制、進捗管理の考え

方について。市営バスとなった背景は。 

回答 県の計画も同時に策定された。基本計画の中の方針も

同様の考え方。高齢者の運賃を無料としてきたが、このままで

は持続可能な地域公共交通とは言えず、新たな協賛スポンサー

を探し、高齢者からも受益者負担の意味で、現実的な運賃体系

とした。元々、民営バスが廃止となったところが、市営バスと

  



（様式２） 

なっている。まちづくりは立地適正化計画との関連性を考えな

がら行っている。 

 

質問 運転手確保支援策、運行支援業務について。 

回答 アイシンのコールセンターを利用しているが、今後、

利用する自治体が増えてくれば、スケールメリットが出てきて

安価になってくるのではないかと考えている。ドライバー不足

はやはり課題であり、個別に業者を指定すると運転手が不足す

ることから、三者に業務運行をお願いしている。チョイソコお

やべの利用が増えれば、タクシー利用が減ることになるので、

そうしたところにも配慮しながら委託契約を結んでいる。 

 

質問 自宅前停留所の今後の可能性について。停留所が増加し

ていくことに対応していけるのか。 

回答 現状としては、バランスがとれていると考えている。

停留所が飛躍的に増えてくれば課題となりえるが、今のところ

は問題となっていない。 

 

質問 スポンサー制度について。スポンサーを獲得するための

営業の主体は。 

回答 当初は、ネッツトヨタ富山さんが営業に回るというこ

とがあったが、門前払いが多かった。その後、方法を変えて、

自分自身が市の担当課長として、一緒に同行して回るようなり、

それなりに実績を上げられるようになった。 

 

質問 協賛金の配分は。全て市に入るのか。 

回答 全て、市の歳入として、入れている。 

 

委員会所感 

【佐藤正典委員長】 

小矢部市は北陸唯一のアウトレットパークが立地しているこ

とで有名だが、まちの特性としては、隣接する高岡市や県境を

跨いでの金沢市とのベッドタウンを形成していることだ。 

 策定された「小矢部市地域公共交通計画」は令和６年度から

令和 10年度までの５カ年計画で、大きな特徴としては「地域の

移動手段を地域で考え・作り・育て・活かす」取組にある。そ

の考え方は、限られた予算（財源）と人的資源（市体制、運転

手確保等）を必要な地域に振り向けていくことにあると理解し

た。基本方針にある、交通弱者への配慮、スマートな地域公共
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交通（わかりやすく使いやすい）、高齢者の外出を支えること、

受益者負担の適正化などは、その具体的目標である。 

 ＡＩデマンド交通「チョイソコおやべ」は、令和５年４月か

ら一年間をかけて実証実験を行い、令和６年４月から本格運行

を開始している。特筆すべき内容は、「運行日は年末年始を除く

毎日」「運行系統は市内全域」としていることであり、全日・全

市民へ対応させていることだ。乗降場所も自宅前・停留所（市

内３２１カ所設置）と小回りを効かせて利便性を図っている。 

 こうした対応は、地域公共交通の主体を市営バス（メルバス）

からＡＩデマンド交通「チョイソコおやべ」に置き換えること

で可能にしている。必要な公共交通を補強していく、小矢部市

地域公共交通計画の考え方に沿ったものであり、こうした考え

方と取組は、今後の柏崎市での議論の参考にしたい。 

 鉄道及び駅活性化については、冒頭に記したベットタウンと

しての特性から、パークアンドライド促進と乗り継ぎ改善に重

点をおいた取組が理解できた。 

 

【近藤副委員長】 

小矢部市では、今年度からスタートした地域公共交通計画に

おいて、地域ニーズに対応した公共交通ネットワークの再構築、

交通 DXの推進による誰もが利用しやすい公共交通環境の整備、

多様な共創による公共交通の利用促進を基本方針・目標として

様々な施策を講じている。 

特に「多様な共創」を具体化したメルバススポンサー制度は印

象的だった。同制度はＡＩオンデマンド交通チョイソコおやべ

の支援として、市内企業から協賛金を募り、スポンサー企業は

乗降ポイントとして登録することで、利用者の増加が期待され

る。単なる支援ではなく、Win‐Winの仕組みを構築することが

協力を得るためのポイントだと思う。また、スポンサー募集に

は担当課職員が自ら各企業に出向き、着実に協力企業を増やし

ており、その熱意にも感銘を受けた。 

柏崎市においても同様の制度を導入し、官民が協力して「地域

の生活の足を守る」気運の醸成を図ることが必要ではないかと

感じた。 

 

【山本委員】 

小矢部市地域公共交通計画については、市民や利用者、高校生

へのアンケート調査、交通事業へのヒアリング調査を踏まえ公
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共交通の課題を整理した内容になっていた。ＡＩデマンド交通

「チョイソコおやべ」については令和６年度から本格運行され

予算規模約６８００万円で、バス停設置数３４２か所（７５歳

以上の方などは自宅前１０７８か所）で運行を行っている。市

営バス（メルバス）については、令和４年から実証運行を重ね

て５路線に集約し、特にメルバススポンサー制度を活用し、令

和６年度は７２社約４００万円の協賛金で経費を補填する取組

を行っている。鉄道及び駅活性化の取組についてはパーク＆ラ

イド駐車場の利用促進や沿線自治体との連携など取組支援の説

明があった。地域公共交通全般については高齢者運転免許自主

返納支援を行い、運転手確保については事業者がそれぞれ確保

するとの事。小矢部市では交通施策を３つの課で担当している

との事で大変参考になった。 

 

【持田委員】 

交通サービスにあたって様々な工夫がされている。民営バス

と共存して市営バスが運営されていることに驚きを感じた。同

時に、満足度は 95％と報告され、外出頻度をも高める結果とな

っていることは、市民に寄り添った政策の大きな反映と思われ

る。また、富山県の交通政策が反映していることと思われる。

交通政策は文字通りのまちづくりと一体であり、今日的な移住・

定住政策も組み込まれている。 

 

【佐藤和典委員】 

市営バス事業である「メルバス」や「乗合タクシー」は、空

車運行や経費の増大、停留所の増設要望などの課題があった。

このため「財政負担を抑えつつサービスを充実させること」「高

齢者等の交通弱者の移動需要に対応すること」「効率的な運行を

行うこと」を目的とした区域運行型のＡＩオンデマンド交通「チ

ョイソコおやべ」を導入した。選定理由は「全国での導入実績

が多いこと」「運行中止された例がないこと」「高齢者等に配慮

されたコールセンターの運営状況」などが挙げられる。また、

「チョイソコおやべ」は市内全域を区域運行することで公共交

通空白地域の解消や高齢者等の外出促進に寄与し、スポンサー

制度により市営バス事業の収支改善が図られる等の特徴を有す

る。これら複合的な事業の導入により、地域経済を支える地域

公共交通の実現が図られることにつながり、持続可能性は高ま

っていくものと考える。 
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【星野委員】 

鉄道については利用満足度が 8 割ととても満足度が高い。1

時間に多いと 7 便あるがさらに増便の要望が多い現状。1 日乗

車数は約 1500人と高い利用状況です。利用促進の取り組みとし

て民営・市営バスとの乗り継ぎの改善やパーク＆ライドの促進

により利便性向上・充実で利用者の増加をはかつています。柏

崎市とは鉄道の役割が少し違いますが連携、利便性向上の取り

組みは参考にしたいと思いました。 

地域交通の現状は、鉄道・民間路線バス「生活路線 3・産業路線

2」・市営バス「生活路線 5」・乗り合いタクシー「生活路線 5」・

乗り合いタクシー「3社」で地域交通を維持していました。課題

としてメルバスでは、休日、平日の昼間は乗車が少なく「空気

を運んでいる」と言われている。当然運行経費が増嵩している

など他の公共交通も課題がある中で令和 5 年 4 月から実証運行

で「チョイソコおやべ」が導入高齢者を中心に登録者・利用者

が徐々に増加。10 月から開始した最終系形となってからは、6

か月で 10558 人の乗車があった。現在では、平日は 51 人から

79人、休日も 26人から 39人と増加している。利用者のアンケ

ートでも満足度は 95％と高く効果は、移動手段の変化「自家用

車・家族による送迎から転換できた（75歳以上・65歳以上は運

転免許返納すると自宅前での乗車が出来る）」さらに外出頻度増

加など高い効果が得られたと報告されています。運行委託は市

内 2 社のタクシー協会に 3650 万円で委託。運行支援はネッツ

トヨタ富山（株）「アイシン」がコールセンター業務と運行管理

システム等を 1600万円で委託しています。今後さらに利用促進

に取り組んでいかれると説明を受けました。 

また、メルバススポンサー制度について「メルバスとチョイソ

コの運行に対して協賛する制度」説明を受けました。スタート

は、令和 5年は 72社（2187千円）、令和 6 年は 72社（3972千

円）今後さらに増加を目指す。財政難の中でこの取り組みは柏

崎市も検討して良いと考えます。 

その他多くの事について学ばせて頂きました今後の活動に活か

していきます。 
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委 員 会 視 察 報 告 書 

 

委 員 会 名 総務常任委員会 

 

視 察 地 富山県砺波市 

調 査 項 目 
１ 散居村型モビリティ「チョイソコとなみ」運行について 

２ 地域公共交通全般について 

調 査 目 的 持続可能な地域公共交通についての調査・研究 

日 時 令和６（２０２４）年７月３日（水）午前１０時～１１時３０分 

場 所 砺波市役所（富山県砺波市栄町７番３号） 

調 査 概 要 

 

■開会式 

進行：議会事務局 議事調査課 瀧川千賀子 氏 

◯歓迎の挨拶 砺波市議会議長 山田順子 氏 

◯柏崎市議会の挨拶 佐藤正典委員長 

◯視察事項説明者： 

企画総務部企画政策課交通政策係 小幡一詞 氏 

 

■砺波市の市政概要 

① 人口  46,861人（R6.4.1）  

② 世帯数 17,699世帯                     

③ 面積  127.03ｋ㎡ 

 

■砺波市の特色 

  ① 全国的にも特異な景観として散村が広がっている。 

  ② 砺波平野の中心部で道路事情が良い。 

  ③ 庄川峡、将川温泉郷など観光資源に恵まれている。 

  ④ チューリップ球根の出荷量が日本一のまち。 

  ⑤ 良質種もみの県外向け受託生産量が日本一のまち。 

 

■「チョイソコとなみ」の概要 

・「チョイソコとなみ」は砺波市民の外出を応援する           

新しい移動手段です。 
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●「チョイソコとなみ」は、ご自宅前⇔指定停留所で乗降

する乗り合い送迎サービスです。 

 

●交通事情や他のお客様の乗り合いなどにより、到着時間

が前後することがあります。指定時刻の 5分前には、ご

自宅前または停留所でお待ちください。他のお客様の状

況により、車が到着した際に不在の場合、お待ちできな

いことがあります。 

 

●運賃（片道） ：大人（中学生以上）500円 

            小学生・障がい者 250円 

        未就学児は無料 

 

●乗車予約は、お電話にて 1 週間前から利用希望日時の 1

時間前まで受け付けます。 

 

●乗車予約の際に乗車になりたい便をオペレーターにお伝 

えください。 

運行日：月曜日～土曜日 

出発地 （行き）自宅⇒目的地 

運行便/時間 1便/9時 2便/10時 3便/13時 

 

出発地 （帰り）目的地⇒自宅 

運行便/時間 1便/11時 2便/12時 3便/15時 

 

●9 時便の乗車希望は前日まで（月曜の場合は前週の土曜

日まで）にご予約ください。 

 

●予約状況により、乗車希望に沿えない場合もありますの

で早めのご連絡をお薦めします。 

 

●変更やキャンセルする場合は必ず、お電話にてご連絡を

お願いします。 

 

●持参できる荷物は、通常一人で持てる手荷物程度の大き

さです。トランクは使用できませんのでご注意＜ださい。 
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■「チョイソコとなみ」の利用方法 

① 申し込みをする。 

  ｢チョイソコ会員登録申込書｣に必要事項を記入し郵 

送します。 

② 会員証が届く。 

カードサイズの会員証が送られてきたらご利用可能 

です。お申込後、約 2週間程度で会員証が届きます。 

   ③ 予約センターに電話する。 

       1）お名前と会員番号      

2）利用希望日と利用希望便 

3）乗り場と行先 

4）着きたい時刻 

   ④ ご自宅で待つ。 

   ⑤ 目的地に着く。 

 

■デマンド型交通 市内全域化の経過 

   ① 平成 29年 10月～ 

     「愛のりくん」として運用開始 

   ② 令和 2年 10月～ 

     「愛のりくん」のエリア拡大 

   ③ 令和 4年 10月～ 

「チョイソコとなみ」として運行開始 

      （「愛のりくん」から名称変更） 

④ 令和 5年 10月～ 

「チョイソコとなみ」を市内全域に拡大 

 

■ウチマチサポーター（スポンサー制度） 

   ① 停留所数 265ヵ所 

           ウチマチサポーター  148件 

           サポーター以外    117件 

   ② 令和 5年 10月～ 

ウチマチサポーターズ制度開始。 

スポンサー料を支払う事業所に停留所を設置。 

（初年度は無料）          

③ 令和 6年 10月～  

 スポンサー料の有料化 
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■「チョイソコとなみ」の利用状況 

   ① 月別予約件数 

     令和 4年 10月 11.3件/日 

          ⇓ 

     令和 6年 5月 34.0件/日 

② 令和 4年 10月～令和 6年 5月の性別内訳 

   男性の利用 2,094件（25.2%） 

女性の利用 6,216件（74.8%） 

   ③ 登録者数 

     1,447人。70歳以上の登録者が全体の約 85% 

   ④ 利用者数 

     432人。70歳以上の利用は全体の約 90% 

     利用割合は 29.9% 

   ⑤ 時間帯別降車利用状況 

     ・行き 1便は医療関係の利用が多い。（約 70%） 

     ・行き 2便は商業施設の利用が多い。（約 30%） 

 

視察の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

一砺波市議場にて一 一砺波市役所委員会室にて一 

質 疑 応 答 

 

質問 予算規模について伺いたい。 

回答 実証運行なのでデジタル田園都市国家構想交付金を利

用。年間 6,000万円の 3年間で約 1億 8,000万円。実績では

運行委託料で 5,000万円（7台で運行）。配車システムで 1,000

万円。導入後の今年度は、配車システムで 700万円。10月よ

り本格運行になるので上記の交付金はなくなる。 

 

質問 オペレーター経費はその中に含まれるか。 

回答 含まれる。 
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質問 請負会社はどこか。 

回答 地元の砺波観光交通である。 

 

質問 他に市内にタクシー会社はあるか。 

回答 1社あるが資本規模は大きくない。しかし、台数調整を

行うことにより今後は参入してもらいたいと思っている。 

 

質問 現在、参入していないことで問題は発生しているか。 

回答 大きな反発はないものの、競合している部分は確かにあ

るのでお互いが気を遣っている。 

 

質問 請け負っているタクシー会社の業績への影響は。 

回答 影響は少なからずあるとは思うが、なるべく負担になら

ないように運行時間等で協議している。慎重に進めており、

今後の課題である。 

 

質問 調整等が大変だと思うが、交通政策を担っている市の職

員数は。 

回答 「チョイソコとなみ」と「鉄道」と「市営バス」の三本

柱が所感でありで 2人である。 

 

委員会所感 

【佐藤正典委員長】 

砺波市は富山県西部の砺波平野に位置し、人口 46,861 人の中

核市である。その大きな特徴は集落が全域に細かく点在し、美し

い田園風景を見せる、日本最大級の「散居村（さんきょそん）」

である。 

 この散居村によるまちの形成こそが、“ウチとマチをつなぐ”

というキャッチフレーズを持つ、散居村型モビリティ「チョイソ

コとなみ」の大きな特徴であった。 

 柏崎市との大きな違いは、このデマンド型交通を人口が密集す

る市街地からではなく、標高の高い丘陵地東側から導入を始めた

点にある。効率・収益性よりも、点在して居住する、高齢者の生

活の足確保を優先したものと理解した。 

更に、この散居村型の特徴としては、バス停設置タイプではな

く、自宅から乗降車するタイプとしている。また、エリア分けせ

ずに市内全域でデマンド型交通を導入（令和５年１０月～）して

いる。これらの対応は、砺波市が柏崎市と比較してコンパクトな

面積（127 ㎢）であり、目立った人口集積地が無いことで可能と
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しているものだ。 

デマンド交通の運営で大きなウエイトを占める予約業務につ

いては、運行会社（となみ観光交通株式会社）に委託しているが、

高齢者がメインターゲットであることを考慮し、現在は予約セン

ターへの電話予約のみの利用としている。 

散居村型モビリティ「チョイソコとなみ」のこれらの事業運営

は、中山間地に多くの地域、集落を持つ柏崎市にとって、今後、

大変参考となる取組であった。 

 

【近藤副委員長】 

砺波市は、広大な平野に民家が点在する集落携帯「散居村」を

大切なものとして捉え、そこでの暮らしを守る観点から「チョイ

ソコとなみ」を導入している。散居村型モビリティと銘打ってい

る時点で、政策的スタンスが明確に示されている思う。都市部へ

の人口集中を誘導するコンパクトシティとは真逆の発想である

が、散居村を守るまちづくりを、砺波市の魅力と強みとして打ち

出していることに感銘を受けた。 

「チョイソコとなみ」は会員登録制・ドア to ドアで運行して

おり、受付は電話予約だけである。スマートフォンアプリや

LINE での予約を可能とした場合、経費が高くなるとの説明を受

けたが、散居村で暮らす高齢者をターゲットにしているので、電

話予約のみでも不都合はないのだろうと思われる。 

3 日間の視察全体を通して「持続可能な地域公共交通」は、住

民のふるさとでの暮らしを守ることにつながることを再認識し

た。その観点から、本委員会における調査・研究をまとめていき

たい。 

 

【山本委員】 

散居村型モビリティ「チョイソコとなみ」運行については令和

５年度１０月から本格運行しており、登録者数１４４７人（７０

歳以上の登録者が全体の８５％）で、国のフイーダー補助金を活

用して、約５０００万円で事業者に運行委託を行っている。特に、

「ウチマチサポーター」制度（病院や医院が多く登録１４７軒）

を活用して年間１万円の協賛金を採用している。地域公共交通全

般については高齢者運転免許自主返納支援や公共交通の利用促

進の説明があった。砺波市の公共交通関係施策の担当職員は２人

で交通施策の３本柱（鉄道、市営バス、チョイソコとなみ）を行

っており、柏崎市と比較して人口が約３分の２で、面積が約３分
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の１だが川で地域が分断されている散居型モビリティの大変さ

がわかり参考になった。 

 

【持田委員】 

「チョイソコとなみ」の運行は山間地、移動確保の不便な地域

からスタートさせ、検証しながら広げていくとの観点は優れてい

る。 

全国的にも特異な景観として、カイニヨと呼ばれる屋敷林に包

まれる「散村」の広がりが市の大きな特徴であり、歴史的にも議

論、協議が必然的に盛んな地域と思われる。それらを通じて、ま

ちづくりの知識の蓄積と基盤があるように思われる。 

 

【佐藤和典委員】 

砺波市は、市街地以外が広範囲にわたって低密度となっている

「散居村」であり、面積が 127 ㎢と狭いことが特徴である。これ

までの間、「散居村内」を路線バスとして運行してきた非効率さ

が理解できる。このような特徴を鑑み「チョイソコとなみ」の運

行においては、停留所が設定されていない。したがって、「自宅

⇒目的地」「目的地⇒自宅」となる「ドア to ドア」の形態での運

行としている。したがって、既存のタクシーと競合してしまうた

め、運航便として行き帰りで一日三本ずつの時間指定を行ってい

る。また、ウチマチサポーター（スポンサー制度）を導入してお

り、柏崎市はスポンサー料の金額も含めて導入すべきか検討する

価値を感じた。 

 

【星野委員】 

砺波市「チョイソコとなみ」は散居村（散居村とは、市街地以

外は、広範囲にわたり低密度と住宅が分散されている）と区域が

127 平方キロと特殊性のある居住地に対して日中運行されてい

ます。朝夕は市営バスで対応と実によく考えられている公共交通

です。導入にあたっては、平成 29 年 10 月から「愛のりくん」と

して運航開始「人口の少ない所から導入されている。この考え方

は参考になりました」からエリアを拡大現在「チョイソコとなみ」

となり市内全域へ拡大「エリア分けしないで運行」された。分散

されている居住なのでほぼタクシー替わりで、自宅前（散村対応）

から目的地まで行けます。啓発方法ではパンフレットと利用方法

を映像（PV10 分程度）で解り易市民に啓発しています。この手

法は柏崎市でも導入を考えて良いと思いました。他多くの取り組
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みについて説明を受けとても参考になりました。砺波市様の取り

組みを更に研究していきたいと思います。 

 

 



【総務常任委員会】 ＡＩ新交通あいくる 乗車後の所感 

予約について 

・予約はアプリが便利だが、高齢者には今のところ厳しい。 

・電話（一部、FAX）での予約対応を当面の間、むしろ増強する必要があると思う。 

・予約にあたり、LINE 経由で専用アプリ（MONET）を登録したが、パスワード入力等に手間

取った。高齢者が LINE やアプリを使って予約するには、丁寧な説明と登録までのサポートが

必要だと思う。 

・LINE だとうまく繋がらないことがあり、MONETアプリをダウンロードしたら問題なく予約

できた。LINE よりアプリの登録を進めた方がいいと感じる。 

・乗車の前日午前８時に電話予約をしたが、話し中で電話がつながらず、５分後に再度予約の電

話をしたらつながった。 

・オペレーターの女性は非常に話がわかりやすく、丁寧に繰り返しながら、大事な乗車の日時場

所、名前、電話番号などの確認を行い、乗車の日時場所はメモするようにと話をされた。高齢

者にとっては大事な事だと感じた。 

運転手さん

より 

 

・電話予約が８割くらいである。 

・11/24 に運行開始して以降、午前中の通院時間が混んでいる。行く時だけ予約

を入れ、通院終了後に電話で帰りの便を予約するパターンが見られる。 

・LINE やアプリからの予約キャンセル表示がないため、市役所に意見として伝え

るとの声もあった。 

・午前中に病院へ行く高齢者の利用が多く、診察を終え薬をもらってから、帰りの

「あいくる」を予約しているケースが多い。 

・７０代くらいの乗客に「ぜひ、アプリで予約して欲しい。アプリなら、遅れた場

合の連絡もスマホに届くが電話だとできない。やらないと慣れないから、ぜひや

ってくださいね。」と話していた。 

ご利用者の

声 

・スマホがないので電話で予約したが、とても丁寧な電話対応でありがたかった。 

発着・運行について 

・予約したバス停（市役所、岩上）への到着時間はそれぞれ、とても正確であった。 

・往路は時間通りに到着した（先客１名あり）。降車ポイント（岩上バス停）への到着は予定より

も数分早かった。帰路も数分早くバスが到着した。 

・鯨波駅前に乗用車で午前８時４５分に到着したら、予約した時間は午前９時なのに既に「あい

くる」のワゴン車が到着していた。 

・スムーズな運行と感じた。運転手さんが気を使っているようにも見えた。 

運転手さん

より 

 

 

・運行ダイヤ（指定時間に予約のバス停に到着させること）が混み合って、大変な

時がある 

・ＡＩシステムは Google 地図をもとに次の乗降ポイントまでのルートや時間を

定めるが、かなりタイトな時間設定をするので（例：市役所→アクアパークを４

分で設定）、少し早めに到着するよう調整している。 

・午前９時前に鯨波駅前を出発して、ナビゲーションで、市役所までを最短距離で

走るのだとの事。 



車内の状況について 

・車両の大きさは小型バス程度で、乗り心地は、いたって快適と感じた。 

・今回乗車した際、他の方の乗り合いは０～１人で問題は無かったが、混み合った際の車内ルー

ルが必要かもしれない。 

・車内は前列に手すりが設置され、比較的広いが、２～３列目の座席間は少し狭い。またバスの

車高が高いのでステップの段差が結構あると感じた。乗降時や座席の位置など、乗客同士が協

力しあえると良いのではないか。 

・車両内のシート間隔が狭いため、隣に見知らぬ人が同乗した場合ストレスを感じるのではない

か。余計な心配かもしれないが、車内のモラルハザードがないように運行をお願いしたい。 

ご利用者 

の声 

・あいくるに乗車した際に、「筆談できます」などの表示があり、ありがたいと感

じた（耳が不自由な方より）。 

金額・支払いについて 

・一回の乗車運賃が４００円、往復で８００円となるが、目的地での滞在時間を考慮して計画的

に利用すれば大変便利だし、タクシーと比べれば８００円も割安だと思う。 

・利用料金が高いのではないか。 

・キャッシュレス対応されれば便利ではないか（＊現在は PayPay が利用可） 

・市役所に到着し、４００円の料金を支払い、領収書を下さいと運転手さんに言ったら、領収書

を下さいと言われたのは初めてですと言われ、用意してあった領収書を頂いた。 

・後ろの席に座ると、途中で降りて前まで行き、運転手さんへ支払うのに手間取ってしまう。400

円を用意しておいたからいいが、お釣りがあると面倒だし、色々な支払い方法が選択できると

便利だと思う。高齢者にとっては、400 円の 10 枚つづりなどの回数券があると、現金のや

り取り時間が短縮され運行もスムーズになるのではと感じた。 

運転手さん

より 

・高齢者の支払いは現金がほぼ１００％との事 

ご利用者 

の声 

・従来からタクシーを利用している方の話を聞くと、料金が安く、便利とのことで

ある。 

その他 

・仕組みが理解できれば利便性が高く、良い面が多いと思う。まだ開始して間もないので、時々

また乗車して状況を確認したい。 

・「あいくる」の認知度向上が必要と感じたので、今後も調査研究をしていきたい。 

 降雪の道路状況に応じては、運転を差し控えることも必要と感じる。 

ご利用者 

の声 

・今まで、病院など子どもに頼んで送ってもらっていたが、今後はあいくるで行け

る。子どもたちの負担も減らせてありがたい。今後も活用したい。 
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